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Ⅰ．本調査について 
 

１．目的 

独立行政法人国際協力機構中国センター（以下、JICA 中国）では、「外国人材受入れ・

共生社会の実現」への貢献を目的に国際協力事業の発掘・形成の拡充に取組む予定として

いる。JICA 中国としてより効果的・効率的な当該国際協力事業の発掘・形成する上で、最

も重要な連携パートナーとなる中国地域の各自治体の関係政策・施策をレビューすること

はその基本となる。 

本調査は中国地域５県及び 107 市町村を対象に、各自治体の「多文化共生プラン」等の

政策・施策、組織・体制、取組内容について WEB 上の情報を収集・整理し、初歩的な分析

を行い、広報活動を含めた今後の JICA中国の関係事業展開の参考とすることを目的とする。 

 

２．基本的な考え方 

総務省は、2016（平成 18）年に、都道府県及び市区町村における多文化共生の推進に係

る指針・計画の策定に資するため、「地域における多文化共生推進プラン」を策定した。

地方公共団体は、このプラン等を参照し、地域の実情も踏まえ、多文化共生施策を推進す

るよう要請されている。 

その後、外国人住民の増加・多国籍化、在留資格「特定技能」の創設、デジタル化の進

展、気象災害の激甚化等、多文化共生施策を取り巻く社会経済情勢が大きく変化したこと

から、2020（令和２）年９月 10日、総務省は「地域における多文化共生推進プラン」を改

訂し、多文化共生の推進に係る指針・計画の見直し等を行った。本調査では、情報の統一

性を確保する狙いもあり、中国地域の各自治体の施策等について、当該「プラン」、すな

わち国の方針を踏まえ、調査を実施した。 
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Ⅱ．WEB調査 
 

１．調査内容について 

中国地域５県及び 107 市町村を対象に、各自治体について、図表 1：調査内容の詳細の

通り、ホームページ上の各情報を収集し、整理した。 

収集、整理した情報は基本的に WEB から取得したものである。例えば、図表１の②にお

ける「専門人員の配置等の支援事業実施体制」では、体制の詳細や人員の有無については

ホームページ上に記載がなくとも、実際には運用されている場合も想定されるが、本調査

ではホームページから判明できる情報のみを収集している。 

なお、図表 1 の⑥、⑦の施策・支援事業の内容については、総務省の「地域における多

文化共生推進プラン」に記載された項目に沿っており、また計画ベースではなく実施ベー

スで抽出している。 

 

図表１：調査内容の詳細 

①各自治体の総人口及び外国人居住者数（国別、在留資格別構成比等） 

②多文化共生に関連する各自治体の担当部署、関係する公益団体等組織、専門人

員の配置等の支援事業実施体制 

③多文化共生プランの有無 

④多文化共生プランの政策目標と具体的指標の有無と内容 

⑤多文化共生プラン策定のための現状把握・課題分析資料の有無と内容 

⑥多文化共生に関連する施策・支援事業の内容 

⑦多文化共生に取組む自治体における多文化共生に関連する具体的な施策・支援

事業の内容 

⑧外国人材受入支援・多文化共生推進活動の参考となる代表的事業 
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図表２：地域における多文化共生プラン改訂の概要 

出典：総務省「地域における多文化共生プラン改訂の概要」 

 

 

２．WEB調査結果基本データ 

WEBでの調査結果を、付属資料：「WEB調査結果基本データ」に整理した。同資料の記載

内容は以下の構成となっている。 

 

・自治体別基礎データ 

・多文化共生に関する体制 

・多文化共生施策・支援事業の内容 

・施策・支援事業の具体的内容と関連する交付金等助成事業 

 

なお、記載の情報は、中国地域における各県及び市町村のホームページ上の情報を収集

したもので、概ね 2021 年 9 月下旬から 10 月中旬にかけ閲覧可能であった情報に基づいて

いる。したがって実際の体制や施策、支援事業等について、上記で確認できない場合は含

まれていない。また内容については細心の注意を払っているが、すべてを網羅するもので

はないことをお断りしておく。 
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３．WEB調査結果概要 

（１）自治体別基礎データ 

自治体別に総人口、外国人居住者数を記載している。外国人割合を算出するとともに、

国籍については上位 5 位、在留資格（要約）については上位 3 位まで記載している。なお、

在留資格の要約詳細については、資料中に記載している。 

 

（２）多文化共生に関する体制 

各自治体の多文化共生に関する体制について記載している。具体的な調査項目は以下の

通りである。 

・担当部署 

・多文化共生プラン関連政策文書 

・政策文書のビジョンと具体的指標の有無と内容 

・多文化共生プラン策定のための現状把握・課題分析資料の有無と内容 

・関係する公益団体等組織 

・支援事業実施体制等 

  

なお、多文化共生プラン関連政策文書については、一般財団法人自治体国際化協会

(CLAIR)がとりまとめている「全国の自治体の多文化共生プラン（2021 年４月現在）」

（http://www.clair.or.jp/tabunka/portal/local-government/plan/）をもとに、本調査

では必要に応じて追記した。 

 

（３）多文化共生施策・支援事業の内容 

各自治体がそれぞれ実施している多文化共生施策・支援事業を一覧化した。 

多文化共生施策・支援事業の内容については、2020（令和２）年９月 10日に総務省が各

都道府県・指定都市多文化共生主管部局長宛に通知した「地域における多文化共生推進プ

ランの改訂について」を参考に、以下のように 16項目に分類している。 

コミュニケーション支援 行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 

日本語教育の推進 

生活オリエンテーションの実施 

生活支援 教育機会の確保 

適正な労働環境の確保 

災害時の支援体制の整備 

医療・保健サービスの提供 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 

住宅確保のための支援 

感染症流行時における対応 

http://www.clair.or.jp/tabunka/portal/local-government/plan/
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意識啓発と社会参画支援 多文化共生の意識啓発・醸成 

外国人住民の社会参画支援 

地域活性化の推進や 

グローバル化への対応 

外国人住民との連携･協働による地域活性化の推進・

グローバル化への対応 

留学生の地域における就職促進 

多文化共生施策の推進体制の 

整備 

地方公共団体の体制整備 

地域における各主体との連携･協働 

 

 

（４）施策・支援事業の具体的内容と関連する交付金等助成事業 

（３）の多文化共生施策・支援事業について、「地域における多文化共生推進プランの

改訂について（総務省）」を参考に、その具体的内容を記載している。 

【例】行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 

○多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 

○外国人住民の生活相談のための窓口の設置 

○NPO等との連携による多言語情報の提供 

○地域の外国人住民を相談員等とする取組 

 

また、上記における各種の具体的施策・支援事業と、国や公的機関の交付金等助成事業

を、WEB情報を参考にクロスし、それぞれの関連性を示した。 

 

（５）各自治体シート 

中国地域 112 自治体すべてにおいて、具体的な施策・支援事業をとりまとめるとともに、

専門人員等の配置、代表的な事業を記載している。なお代表的な事業について、途上国の

開発（派遣国側の人材育成や経済開発への貢献）も意識した施策・支援事業の抽出を試み

たが、明らかに該当する事業は抽出できなかった 
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Ⅲ．初歩的分析 
 

中国地域５県及び 107 市町村を対象に、各自治体について、付属資料：「WEB 調査結果

基本データ」に情報を整理した。この調査結果のデータから判明した大まかな傾向、分類

などを以下にとりまとめた。本分析では、各自治体が実施している多文化共生施策・支援

事業の内容について、分類した 16項目を用い、県別、人口規模別にみた傾向に関する分析

を行った。最後に地域データと調査結果との関連を分析し、各自治体の特徴を抽出するこ

とで類型化を試みた。 

なお、本分析内では、各自治体が実施している多文化共生施策・支援事業のことを単純

に「施策」と呼称している。また本分析に用いる施策数は、あくまで WEB 上で確認された

ものであり、実際に施策を実施していても WEB 公開がない場合もあり、必ずしも実態を表

していないことに注意が必要である。 

 

 

１．中国地域の傾向 

多文化共生に関する体制について担当部署を調査したところ、企画課など企画部門で担

当しているケースが多かった。また国際交流は多文化共生と同一部署で担当しているケー

スが多い。小規模自治体においては、ホームページ上だけでは明確な部署を特定できない

ことが多かったほか、総務課や町民課等が担当している事例があった。一方、規模の大き

な自治体への調査では、雇用・労働関連は外国人に関しても別の部署が担当していること

が分かった。 

中国地域の 112 自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、38 自治

体である。このうち、多文化共生に関連して具体的指標を掲げている自治体は５自治体に

とどまっている。これは、多文化共生プランを策定しているといっても、総合計画や人権

計画の一部に含まれている自治体も散見され、計画（政策文書）の中で、多文化共生に関

連する政策の比重が必ずしも高くないことが一因だと考えられる。 

16 項目いずれかの多文化共生施策・支援事業（施策）が確認された自治体は 76 自治体

である（図表３）。施策の内容を自治体の数でみると、「行政・生活情報の多言語化、相

談体制の整備」が 59自治体と最も多く、半数を超える自治体で実施が確認された。次いで、

「多文化共生の意識啓発・醸成（42 自治体）」、「日本語教育の推進（37 自治体）」、

「災害時の支援体制の整備（31 自治体）」と続いた。一方、確認された自治体が少なかっ

た施策をみると、「外国人住民との連携･協働による地域活性化の推進・グローバル化へ

の対応（3自治体）」が最も少なく、次いで「外国人住民の社会参画支援（4自治体）」と

なった。 
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２．県別にみた傾向 

エリアとしての県別に施策の最多をみると、鳥取県は「多文化共生の意識啓発・醸成」、

島根県、岡山県、広島県は「行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備」、山口県は

「日本語教育の推進」となった。ほかに特徴的なのは、岡山県、広島県において「災害時

の支援体制の整備」の割合が高かったほか、山口県において「日本語教育の推進」の割合

が高かった。 

 

図表３：施策の実施が確認された自治体数（県別） 

 

（１）鳥取県 

鳥取県の 20自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、５自治体で

ある。このうち総合計画の中に多文化共生施策を含む自治体は４自治体である。また多文

化共生に関連した具体的指標を掲げている自治体はなかった。 

各施策が確認された自治体は以下の通りである。 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 鳥取県 鳥取市 米子市 境港市

湯梨浜町 

日本語教育の推進 鳥取県 鳥取市 境港市 

生活オリエンテーションの実施 境港市 

教育機会の確保 鳥取県 鳥取市 境港市 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 59 (52.7) 5 (25.0) 10 (50.0) 18 (64.3) 19 (79.2) 7 (35.0)

日本語教育の推進 37 (33.0) 3 (15.0) 8 (40.0) 7 (25.0) 9 (37.5) 10 (50.0)

生活オリエンテーションの実施 15 (13.4) 1 (5.0) 4 (20.0) 2 (7.1) 3 (12.5) 5 (25.0)

教育機会の確保 20 (17.9) 3 (15.0) 8 (40.0) 4 (14.3) 4 (16.7) 1 (5.0)

適正な労働環境の確保 15 (13.4) 3 (15.0) 6 (30.0) 2 (7.1) 3 (12.5) 1 (5.0)

災害時の支援体制の整備 31 (27.7) 1 (5.0) 6 (30.0) 10 (35.7) 11 (45.8) 3 (15.0)

医療・保健サービスの提供 11 (9.8) 1 (5.0) 3 (15.0) 3 (10.7) 2 (8.3) 2 (10.0)

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 9 (8.0) 4 (20.0) 4 (20.0) 0 (0.0) 1 (4.2) 0 (0.0)

住宅確保のための支援 6 (5.4) 1 (5.0) 1 (5.0) 1 (3.6) 3 (12.5) 0 (0.0)

感染症流行時における対応 15 (13.4) 2 (10.0) 2 (10.0) 5 (17.9) 5 (20.8) 1 (5.0)

多文化共生の意識啓発・醸成 42 (37.5) 10 (50.0) 9 (45.0) 11 (39.3) 5 (20.8) 7 (35.0)

外国人住民の社会参画支援 4 (3.6) 0 (0.0) 2 (10.0) 0 (0.0) 2 (8.3) 0 (0.0)

外国人住民との連携･協働による地域活性化の推進・グローバル化への対応 3 (2.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (7.1) 1 (4.2) 0 (0.0)

留学生の地域における就職促進 9 (8.0) 2 (10.0) 1 (5.0) 1 (3.6) 3 (12.5) 2 (10.0)

地方公共団体の体制整備 8 (7.1) 1 (5.0) 4 (20.0) 0 (0.0) 2 (8.3) 1 (5.0)

地域における各主体との連携･協働 28 (25.0) 3 (15.0) 5 (25.0) 10 (35.7) 5 (20.8) 5 (25.0)

合計 312 40 73 76 78 45

自治体数 112 20 20 28 24 20

広島県 山口県中国地域 鳥取県 島根県 岡山県
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適正な労働環境の確保 鳥取県 鳥取市 境港市 

災害時の支援体制の整備 鳥取県 

医療・保健サービスの提供 鳥取県 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 鳥取市 倉吉市 湯梨浜町 大山

町 

住宅確保のための支援 鳥取県 

感染症流行時における対応 鳥取県 鳥取市 

多文化共生の意識啓発・醸成 鳥取県 鳥取市 米子市 倉吉市 

境港市 岩美町 三朝町 湯梨浜

町 大山町 江府町 

外国人住民の社会参画支援  

外国人住民との連携･協働による 

地域活性化の推進・グローバル化への対応 

 

留学生の地域における就職促進 鳥取県 鳥取市 

地方公共団体の体制整備 鳥取市 

地域における各主体との連携･協働 鳥取県 鳥取市 米子市 

 

鳥取県の自治体においては、鳥取県のほか県庁所在地である鳥取市において多くの施策

が確認された。ほかに比較的施策が多かった自治体として境港市が挙げられる。その一方

で、施策が確認されなかった自治体が 10自治体あった。 

 

☆事業例☆ 

【鳥取県：世界とっとりファンクラブ＆とっとりふるさと大使】 

鳥取県に滞在したことがある外国人の中で”とっとり大好き”になった方を対象とし

た「世界とっとりファンクラブ」入会制度と、県外で活躍している鳥取県にゆかりのあ

る方で、鳥取県政の推進に貢献していただける方を「とっとりふるさと大使」として委

嘱する制度 
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☆事業例☆ 

【米子市：よなご国際交流フェスティバル】 

多様な文化をもついろいろな国の人々が、お互いに尊重し合いながら生活していくた

めに、世界各国の料理や文化などを通して、地域のみなさんが交流する国際交流イベン

ト 

（イベント内容） 

ステージパーフォーマンス：国際色のあるダンスなどの披露 

ワールドレストラン：世界各国の料理の販売 

活動紹介・パネル展示：国際交流に関する活動の紹介 

体験コーナー・その他：各国の文化体験など 

 

（２）島根県 

島根県の 20 自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、12 自治体

である。このうち総合計画、人権計画の中に多文化共生施策を含む自治体は８自治体であ

る。また多文化共生に関連した具体的指標を掲げているのは２自治体（出雲市、安来市）

であった。 

各施策が確認された自治体は以下の通りである。 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 島根県 松江市 浜田市 出雲市 

大田市 安来市 江津市 雲南市 

津和野町 吉賀町 

日本語教育の推進 島根県 松江市 出雲市 益田市 

大田市 安来市 雲南市 吉賀町 

生活オリエンテーションの実施 島根県 出雲市 大田市 江津市 

教育機会の確保 島根県 松江市 出雲市 大田市 

雲南市 川本町 邑南町 津和野

町 

適正な労働環境の確保 島根県 出雲市 大田市 江津市 

飯南町 吉賀町 

災害時の支援体制の整備 島根県 松江市 出雲市 大田市 

安来市 江津市 

医療・保健サービスの提供 島根県 松江市 大田市 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 島根県 出雲市 大田市 江津市 
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住宅確保のための支援 島根県 

感染症流行時における対応 島根県 出雲市 

多文化共生の意識啓発・醸成 島根県 松江市 出雲市 大田市 

安来市 江津市 雲南市 津和野

町 吉賀町 

外国人住民の社会参画支援 大田市 雲南市 

外国人住民との連携･協働による 

地域活性化の推進・グローバル化への対応 

 

留学生の地域における就職促進 島根県 

地方公共団体の体制整備 島根県 出雲市 大田市 雲南市 

地域における各主体との連携･協働 島根県 松江市 出雲市 大田市 

雲南市 

 

島根県の自治体においては、島根県において調査対象とした施策の大部分（16 施策のう

ち 14）が確認されたほか、比較的多くの施策が確認された自治体が目立つ。県庁所在地の

松江市はじめ、出雲市、大田市、安来市などである。一方、施策が確認されなかった自治

体は６自治体であった。 

 

☆事業例☆ 

【島根県（しまね国際センター）：日本語学習支援】 

SIC 訪問日本語コース<地域訪問型><企業訪問型>や、外国人受入企業向けの短期集中

日本語研修を実施 

 

☆事業例☆ 

【出雲市：出雲市農業やりたい外国人支援事業補助】 

農業分野における多文化共生に資するため、市内に居住する外国人が将来的な就農を

目指し家庭菜園や農業体験ができるように外国人向けモデル農園を設置及び管理運営す

る団体に対し補助金を交付 
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（３）岡山県 

岡山県の 28自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、６自治体で

ある。このうち総合計画の中に多文化共生施策を含む自治体は２自治体である。また多文

化共生に関連した具体的指標を掲げているのは１自治体（倉敷市）であった。 

各施策が確認された自治体は以下の通りである。 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 岡山県 岡山市 倉敷市 津山市 

玉野市 笠岡市 井原市 総社市 

高梁市 新見市 瀬戸内市 赤磐

市 美作市 浅口市 和気町 早

島町 里庄町 矢掛町 

日本語教育の推進 岡山県 岡山市 津山市 笠岡市 

総社市 高梁市 美作市 

生活オリエンテーションの実施 岡山県 岡山市 

教育機会の確保 岡山県 岡山市 津山市 総社市 

適正な労働環境の確保 岡山県 総社市 

災害時の支援体制の整備 岡山県 岡山市 倉敷市 津山市 

玉野市 笠岡市 井原市 総社市 

瀬戸内市 美作市 

医療・保健サービスの提供 岡山県 岡山市 総社市 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供  

住宅確保のための支援 岡山県 

感染症流行時における対応 岡山県 岡山市 倉敷市 津山市 

総社市 

多文化共生の意識啓発・醸成 岡山県 岡山市 倉敷市 津山市 

笠岡市 井原市 総社市 備前市 

美作市 浅口市 和気町 

外国人住民の社会参画支援  

外国人住民との連携･協働による 

地域活性化の推進・グローバル化への対応 

津山市 美作市 
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留学生の地域における就職促進 岡山県 

地方公共団体の体制整備  

地域における各主体との連携･協働 岡山県 岡山市 倉敷市 津山市 

笠岡市 井原市 総社市 高梁市 

美作市 和気町 

 

岡山県の自治体においては、岡山県のほか県庁所在地かつ政令市である岡山市において

多くの施策が確認された。ほかに比較的施策が多かった自治体として、倉敷市、津山市、

総社市などが挙げられる。その一方で、施策が確認されなかった自治体が９自治体あった。

そのほとんどが県北の小規模自治体であった。 

 

☆事業例☆ 

【倉敷市：倉敷・高梁川流域外国人相談窓口】 

新見市、高梁市、総社市、倉敷市、早島町、矢掛町、井原市、浅口市、里庄町、笠岡

市の７つの市と３つの町で、共通の相談窓口を倉敷市役所に設置 

 

☆事業例☆ 

【総社市：外国人防災リーダー】 

言葉の壁から災害時に情報弱者になりがちな外国人住民の自助・共助の担い手とし

て、行政とも連携できる人材を養成するため、平成 25年度から外国人防災リーダーの養

成を行っている。令和２年４月１日現在、19 名（ブラジル８名・フィリピン４名・中国

２名・アメリカ２名・ペルー２名・ベトナム１名）の外国人防災リーダーが活動 

 

☆事業例☆ 

【美作市：ベトナムとの交流】 

市内在住のベトナム人割合が高く、ベトナムとの交流に力を入れている。 

・2015年４月、ベトナム国立ダナン大学と「相互の協力に関する協定」を締結。 

・2015 年８月、みまさか商工会とベトナムの技能実習生送り出し機関と外国人技能実

習事業に関する事業協定を締結。 

・ダナン大学との交流の一環として、ダナン大学卒業生を美作市の嘱託職員として採

用。 

・市内及び県内の技能実習生を対象とした市内バスツアーを開催。 
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（４）広島県 

広島県の 24自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、９自治体で

ある。このうち総合計画の中に多文化共生施策を含む自治体は５自治体である。また多文

化共生に関連した具体的指標を掲げている自治体はなかった。 

各施策が確認された自治体は以下の通りである。 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 広島県 広島市 呉市 三原市 

尾道市 福山市 府中市 三次市 

大竹市 東広島市 廿日市市 安

芸高田市 江田島市 府中町 海

田町 熊野町 坂町 安芸太田町 

神石高原町 

日本語教育の推進 広島県 呉市 三次市 東広島市 

廿日市市 安芸高田市 府中町 

海田町 北広島町 

生活オリエンテーションの実施 広島県 東広島市 府中町 

教育機会の確保 広島県 三次市 東広島市 安芸

高田市 

適正な労働環境の確保 広島県 東広島市 安芸高田市 

災害時の支援体制の整備 広島県 広島市 福山市 東広島

市 廿日市市 安芸高田市 江田

島市 府中町 坂町 北広島町 

神石高原町 

医療・保健サービスの提供 広島県 東広島市 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 東広島市 

住宅確保のための支援 広島県 広島市 安芸高田市 

感染症流行時における対応 三次市 大竹市 東広島市 廿日

市市 海田町 

多文化共生の意識啓発・醸成 広島県 福山市 東広島市 廿日

市市 安芸高田市 

外国人住民の社会参画支援 広島県 安芸高田市 
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外国人住民との連携･協働による 

地域活性化の推進・グローバル化への対応 

東広島市 

留学生の地域における就職促進 広島県 広島市 東広島市 

地方公共団体の体制整備 広島市 安芸高田市 

地域における各主体との連携･協働 広島県 広島市 東広島市 廿日

市市 安芸高田市 

 

広島県の自治体においては、広島県のほか県庁所在地かつ政令市である広島市において

多くの施策が確認された。ほかに比較的施策が多かった自治体として、東広島市、廿日市

市、安芸高田市などが挙げられる。一方で、施策が確認されなかった自治体は４自治体に

とどまった。 

 

☆事業例☆ 

【福山市：福山多文化共生大学】 

多文化共生の根付いたまちづくりのために、「防災」「やさしい日本語」などをテー

マに講義やワークショップを実施 

 

（５）山口県 

山口県の 20自治体のうち、多文化共生プランの策定が確認された自治体は、６自治体で

ある。このうち総合計画の中に多文化共生施策を含む自治体は２自治体である。また多文

化共生に関連した具体的指標を掲げているのは２自治体（山口市、岩国市）であった。 

各施策が確認された自治体は以下の通りである。 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 山口県 下関市 山口市 光市 

長門市 美祢市 周南市 

日本語教育の推進 山口県 下関市 宇部市 山口市

萩市 岩国市 光市 長門市 周

南市 山陽小野田市 

生活オリエンテーションの実施 山口県 山口市 防府市 下松市 

長門市 

教育機会の確保 山口県 

適正な労働環境の確保 山口県 
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災害時の支援体制の整備 山口県 山口市 下松市 

医療・保健サービスの提供 下関市 山口市 

子ども・子育て及び福祉サービスの提供  

住宅確保のための支援  

感染症流行時における対応 山口県 

多文化共生の意識啓発・醸成 山口県 下関市 山口市 岩国市 

光市 周南市 山陽小野田市 

外国人住民の社会参画支援  

外国人住民との連携･協働による 

地域活性化の推進・グローバル化への対応 

 

留学生の地域における就職促進 山口県 宇部市 

地方公共団体の体制整備 山口県 

地域における各主体との連携･協働 山口県 下関市 山口市 岩国市 

長門市 

 

山口県の自治体においては、山口県のほか県庁所在地の山口市、県下最大都市の下関市

において多くの施策が確認された。ほかは比較的施策が多く確認された自治体はなかった。

一方で、施策が確認されなかった自治体は７自治体となり、多くが自治体規模の小さな町

であった。 

 

☆事業例☆ 

【山口県：外国人材雇用アドバイザー】 

山口しごとセンターに「外国人材雇用アドバイザー」を配置し、企業からの相談に応

じて、雇用制度・採用に係る助言等を行うなど、外国人材の県内企業等での受入れを支

援 
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☆事業例☆ 

【岩国市：英語交流のまち Iwakuni創生プロジェクト】 

「基地があるまち」を市ならではの特長として捉え、日本語や日本文化を大切にしな

がら、英語の学び・学び直しや国際交流の機会にあふれ、また英語に関わる就業支援も

充実した、魅力的な「英語交流のまち」を目指す 

 

 

３．人口規模別にみた施策の傾向 

図表４は自治体を人口規模別に分類し、その施策数をみた表である。これをみると規模

の大きな自治体ほど施策数が多く、小さな自治体ほど施策数が少ないことが改めて分かる。

とりわけ人口規模が３万人未満となると、確認できる施策数が急減する。 

施策項目別にみると、「日本語教育の推進」、「教育機会の確保」、「災害時の支援体

制の整備」、「感染流行時における対応」、「地域における各主体との連携・協働」など

で、人口規模に比例した施策数を確認できる。 

また、規模別に施策の最多をみると、「30 万人以上」、「10 万人以上 30 万人未満」は

「多文化共生の意識啓発・醸成」、「３万人以上 10 万人未満」、「１万人以上３万人未

満」、「１万人未満」は「行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備」が 1 位となった

（「10万人以上 30万人未満」は「日本語教育の推進」も同率 1位）。 

 

図表４：施策の実施が確認された自治体数（人口規模別） 

 

 

行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備 59 (52.7) 9 (6.6) 11 (18.6) 20 (24.4) 15 (62.5) 4 (40.0)

日本語教育の推進 37 (33.0) 15 (10.9) 11 (18.6) 10 (12.2) 0 (0.0) 1 (10.0)

生活オリエンテーションの実施 15 (13.4) 8 (5.8) 3 (5.1) 4 (4.9) 0 (0.0) 0 (0.0)

教育機会の確保 20 (17.9) 10 (7.3) 3 (5.1) 4 (4.9) 2 (8.3) 1 (10.0)

適正な労働環境の確保 15 (13.4) 8 (5.8) 1 (1.7) 4 (4.9) 0 (0.0) 2 (20.0)

災害時の支援体制の整備 31 (27.7) 13 (9.5) 8 (13.6) 8 (9.8) 2 (8.3) 0 (0.0)

医療・保健サービスの提供 11 (9.8) 9 (6.6) 1 (1.7) 1 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0)

子ども・子育て及び福祉サービスの提供 9 (8.0) 4 (2.9) 1 (1.7) 4 (4.9) 0 (0.0) 0 (0.0)

住宅確保のための支援 6 (5.4) 5 (3.6) 0 (0.0) 1 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0)

感染症流行時における対応 15 (13.4) 9 (6.6) 4 (6.8) 2 (2.4) 0 (0.0) 0 (0.0)

多文化共生の意識啓発・醸成 42 (37.5) 16 (11.7) 9 (15.3) 11 (13.4) 4 (16.7) 2 (20.0)

外国人住民の社会参画支援 4 (3.6) 1 (0.7) 0 (0.0) 3 (3.7) 0 (0.0) 0 (0.0)

外国人住民との連携･協働による地域活性化の推進・グローバル化への対応 3 (2.7) 1 (0.7) 1 (1.7) 1 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0)

留学生の地域における就職促進 9 (8.0) 9 (6.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

地方公共団体の体制整備 8 (7.1) 5 (3.6) 0 (0.0) 3 (3.7) 0 (0.0) 0 (0.0)

地域における各主体との連携･協働 28 (25.0) 15 (10.9) 6 (10.2) 6 (7.3) 1 (4.2) 0 (0.0)

合計 312 137 59 82 24 10

自治体数 112 9 14 29 35 25

30万人以上
10万人以上
30万人未満

3万人以上
10万人未満

1万人以上
3万人未満 1万人未満中国地域
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４．総人口、外国人居住者数からみた施策数との関連 

図表５は総人口と施策数の散布図である。これをみると、人口規模の大きな県の施策数

が多いこともあって、基本的に人口規模の大きな自治体ほど施策数が多くなる傾向が再確

認できる。なお、人口規模と外国人居住者数との間には強い正の相関があり、外国人居住

者数と施策数の散布図（図表６）でも、その傾向は変わらない。すなわち、外国人居住者

数の多い自治体ほど、施策数が多くなると読み替えることもできる。 

もっとも、人口規模（外国人居住者数）と施策数は完全に比例しているわけではない。

図表５の矢印の傾向線をみると、その特徴が分かる。すなわち、傾向線より上位にある自

治体（島根県、東広島市、安芸高田市など）は、人口規模に比し施策数が多い。一方、赤

線より下位にある自治体（広島市、倉敷市、福山市など）は人口規模に比し施策数が少な

いといえるだろう。 

 

図表５：総人口と施策数の散布図 
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図表６：外国人居住者数と施策数の散布図 

 

５．類型 

人口や外国人居住者が多いほど、施策数が多くなる傾向を把握したが、各自治体の特徴

をつかむため、外国人割合（外国人居住者数／総人口）と施策の散布図を図表７に示した。

この分析では図の通り、三つのグループが浮かび上がった。一つは外国人割合が高く、施

策数の多い自治体グループである。もう一つは外国人割合が高く、施策数の少ないグルー

プ、最後の一つは外国人割合が比較的低いながら施策数が多い自治体グループである。 

また外国人割合がそれほど高くないながら、比較的施策数が多い自治体をグルーピング

してみた。以上をもとに、中国地域の各自治体の類型化を試みると、図表８のようになる。 
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図表７：外国人割合と施策数の散布図 

 

図表８：自治体の類型 

Ⅰ型 外国人割合が高く、施策が多い自治体。東広島市、出雲市、安芸高田市などが該

当する。多文化共生に関連する独自の政策、施策で知られる自治体が多く、取り

組みに意欲的な自治体と考えられる。 

Ⅱ型 外国人割合は高くないが、施策が多い自治体。基本的には県のグループ。発信力

が高いため、WEB 上で多くの施策を拾えたことが施策数を押し上げている可能性

はある。 

Ⅲ型 外国人割合は高いが、施策は比較的少ない自治体。ただし急速な増加で施策形成

中、もしくは施策があっても WEB 公開がないことも考えられる。在留資格では

「技能実習」が多い傾向がある。 

Ⅳ型 比較的外国人割合はさほど高くないものの、比較的施策数の多い自治体。多文化

共生の取り組みに意欲的な可能性が高い。 
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（１）自治体別基礎データ

（２）多文化共生に関する政策

（３）多文化共生に関する体制等

（４）多文化共生施策・支援事業の内容

（５）施策・支援事業の具体的内容と
　　　関連する交付金等助成事業との関係

（６）施策・支援事業の具体的内容（自治体別シート）

注意事項：ファイル記載の情報は、中国地域における各県及び市町村のホームページ上の
情報を収集したもので、概ね2021年9月下旬から10月中旬にかけ閲覧可能で
あった情報に基づいています。
したがって実際の体制や施策、支援事業について、上記で確認できない場合は
含まれておりません。また内容については細心の注意を払っておりますが、
すべてを網羅するものではありません。
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移動タグ（Ctrl＋矢印） 国籍_ランキング 終端

（１）自治体別基礎データ

順位 国 ％ 順位 国 ％ 順位 国 ％ 順位 国 ％ 順位 国 ％
310000 鳥取県 鳥取県 556,959 4,949 0.9 1 ベトナム 29.2 2 韓国 17.0 3 中国 15.9 4 その他 14.3 5 フィリピン 11.8
312011 鳥取県 鳥取市 185,890 1,494 0.8 1 ベトナム 27.1 2 中国 22.1 3 その他 17.3 4 韓国 17.1 5 フィリピン 9.0
312029 鳥取県 米子市 147,536 1,408 1.0 1 韓国 24.5 2 ベトナム 19.3 3 その他 16.7 4 フィリピン 15.3 5 中国 10.4
312037 鳥取県 倉吉市 46,255 372 0.8 1 ベトナム 28.2 2 中国 18.3 3 その他 16.9 4 韓国 14.8 5 フィリピン 14.2
312045 鳥取県 境港市 33,665 540 1.6 1 ベトナム 46.3 2 韓国 13.7 3 フィリピン 9.4 4 その他 8.7 5 インドネシア 7.8
313025 鳥取県 岩美町 11,278 109 1.0 1 中国 54.1 2 インドネシア 32.1 3 その他 6.4 4 フィリピン 3.7 5 韓国 2.8
313254 鳥取県 若桜町 3,050 32 1.0 1 ベトナム 59.4 2 中国 21.9 3 タイ 12.5 4 米国 3.1 4 台湾 3.1
313289 鳥取県 智頭町 6,726 78 1.2 1 ベトナム 47.4 2 ネパール 32.1 3 その他 6.4 4 フィリピン 5.1 5 韓国 2.6
313297 鳥取県 八頭町 16,711 74 0.4 1 タイ 25.7 1 フィリピン 25.7 3 中国 18.9 4 ベトナム 12.2 5 その他 9.5
313645 鳥取県 三朝町 6,340 73 1.2 1 その他 30.1 2 中国 28.8 3 ベトナム 12.3 3 フィリピン 12.3 5 インドネシア 8.2
313700 鳥取県 湯梨浜町 16,741 92 0.5 1 ベトナム 29.3 2 中国 27.2 3 フィリピン 17.4 4 その他 10.9 4 韓国 10.9
313718 鳥取県 琴浦町 17,026 224 1.3 1 ベトナム 65.6 2 韓国 14.7 3 中国 5.4 4 フィリピン 4.5 5 インドネシア 2.7
313726 鳥取県 北栄町 14,731 102 0.7 1 ベトナム 31.4 2 フィリピン 28.4 3 中国 14.7 4 その他 8.8 5 韓国 4.9
313840 鳥取県 日吉津村 3,554 28 0.8 1 韓国 67.9 2 その他 25.0 3 タイ 3.6 3 中国 3.6
313866 鳥取県 大山町 15,926 134 0.8 1 ベトナム 38.8 2 フィリピン 16.4 3 中国 13.4 4 韓国 11.9 4 インドネシア 11.9
313891 鳥取県 南部町 10,601 77 0.7 1 ベトナム 62.3 2 中国 16.9 3 その他 15.6 4 韓国 2.6 5 フィリピン 1.3
313904 鳥取県 伯耆町 10,774 49 0.5 1 その他 24.5 1 中国 24.5 3 韓国 18.4 4 フィリピン 16.3 5 タイ 6.1
314013 鳥取県 日南町 4,390 29 0.7 1 ベトナム 58.6 2 フィリピン 13.8 3 韓国 6.9 3 中国 6.9 5 その他 3.4
314021 鳥取県 日野町 2,990 22 0.7 1 ベトナム 59.1 2 韓国 18.2 3 フィリピン 13.6 4 中国 9.1
314030 鳥取県 江府町 2,775 12 0.4 1 中国 41.7 2 フィリピン 25.0 3 韓国 16.7 4 その他 8.3 4 タイ 8.3
320005 島根県 島根県 672,979 9,324 1.4 1 ブラジル 40.4 2 ベトナム 16.8 3 中国 12.7 4 フィリピン 10.0 5 その他 8.6
322016 島根県 松江市 200,772 1,557 0.8 1 ベトナム 22.6 2 中国 20.0 3 その他 18.4 4 フィリピン 16.4 5 韓国 12.2
322024 島根県 浜田市 52,605 659 1.3 1 ベトナム 34.0 2 フィリピン 18.4 3 中国 16.4 4 韓国 10.8 5 インドネシア 6.1
322032 島根県 出雲市 174,684 4,916 2.8 1 ブラジル 71.1 2 ベトナム 8.1 3 その他 6.3 4 中国 6.1 5 フィリピン 4.4
322041 島根県 益田市 45,635 382 0.8 1 ベトナム 31.2 2 中国 19.4 3 韓国 18.1 4 フィリピン 15.7 5 インドネシア 3.4
322059 島根県 大田市 33,800 387 1.1 1 ブラジル 45.0 2 フィリピン 16.3 3 ベトナム 14.0 4 中国 8.8 5 韓国 6.2
322067 島根県 安来市 37,740 265 0.7 1 ベトナム 47.5 2 中国 20.8 3 フィリピン 16.2 4 韓国 8.7 5 その他 4.2
322075 島根県 江津市 23,005 305 1.3 1 中国 32.8 2 ベトナム 27.9 3 フィリピン 10.2 3 韓国 10.2 5 その他 6.9
322091 島根県 雲南市 37,102 225 0.6 1 ベトナム 27.1 2 中国 22.7 3 その他 17.3 4 フィリピン 15.1 5 韓国 8.9
323438 島根県 奥出雲町 12,176 85 0.7 1 タイ 27.1 2 その他 21.2 3 フィリピン 14.1 3 中国 14.1 5 ベトナム 10.6
323861 島根県 飯南町 4,725 42 0.9 1 その他 28.6 2 ベトナム 19.0 2 フィリピン 19.0 4 インドネシア 14.3 5 中国 11.9
324418 島根県 川本町 3,203 22 0.7 1 ベトナム 45.5 2 その他 22.7 3 韓国 13.6 4 米国 9.1 5 フィリピン 4.5
324485 島根県 美郷町 4,499 17 0.4 1 韓国 41.2 2 フィリピン 23.5 3 その他 11.8 3 中国 11.8 5 米国 5.9
324493 島根県 邑南町 10,360 79 0.8 1 中国 40.5 2 フィリピン 22.8 3 その他 11.4 3 ベトナム 11.4 5 韓国 5.1
325015 島根県 津和野町 7,064 51 0.7 1 ベトナム 27.5 2 フィリピン 23.5 2 中国 23.5 4 韓国 9.8 5 その他 5.9
325058 島根県 吉賀町 6,139 210 3.4 1 ベトナム 44.3 2 中国 41.4 3 その他 3.3 3 韓国 3.3 5 フィリピン 2.9
325252 島根県 海士町 2,214 10 0.5 1 その他 50.0 2 フィリピン 20.0 3 米国 10.0 3 韓国 10.0 3 中国 10.0
325261 島根県 西ノ島町 2,745 23 0.8 1 その他 21.7 1 ベトナム 21.7 1 インドネシア 21.7 4 米国 13.0 4 韓国 13.0
325279 島根県 知夫村 645 3 0.5 1 その他 33.3 1 米国 33.3 1 韓国 33.3
325287 島根県 隠岐の島町 13,866 86 0.6 1 フィリピン 55.8 2 インドネシア 17.4 3 その他 11.6 4 韓国 5.8 5 米国 4.7
330001 岡山県 岡山県 1,893,874 31,313 1.7 1 ベトナム 33.1 2 中国 23.7 3 韓国 14.7 4 その他 9.0 5 フィリピン 6.5
331007 岡山県 岡山市 708,155 14,109 2.0 1 中国 29.8 2 ベトナム 27.1 3 韓国 15.9 4 その他 10.3 5 フィリピン 5.2
332020 岡山県 倉敷市 481,537 6,843 1.4 1 ベトナム 28.2 2 韓国 24.2 3 中国 19.8 4 フィリピン 9.0 5 その他 8.1
332038 岡山県 津山市 99,821 1,037 1.0 1 ベトナム 37.8 2 中国 16.8 3 韓国 11.9 4 その他 10.8 4 フィリピン 10.8
332046 岡山県 玉野市 57,921 721 1.2 1 ベトナム 40.6 2 中国 16.1 3 ブラジル 10.5 4 フィリピン 9.8 5 インドネシア 8.0
332054 岡山県 笠岡市 47,160 578 1.2 1 ベトナム 42.0 2 中国 24.6 3 インドネシア 13.8 4 フィリピン 6.7 5 その他 6.1
332071 岡山県 井原市 39,284 570 1.5 1 ベトナム 39.8 2 中国 32.1 3 その他 11.8 4 フィリピン 6.0 5 インドネシア 4.7
332089 岡山県 総社市 69,602 1,771 2.5 1 ベトナム 53.2 2 ブラジル 16.5 3 中国 8.7 4 その他 6.9 5 フィリピン 6.4
332097 岡山県 高梁市 29,305 936 3.2 1 インドネシア 29.6 2 ベトナム 29.4 3 中国 17.6 4 その他 7.6 5 韓国 7.5
332101 岡山県 新見市 28,396 274 1.0 1 ベトナム 32.1 2 中国 28.1 3 韓国 12.8 4 その他 11.7 5 フィリピン 6.6
332119 岡山県 備前市 33,527 721 2.2 1 ベトナム 48.5 2 中国 18.6 3 韓国 12.9 4 フィリピン 8.3 5 インドネシア 3.6
332127 岡山県 瀬戸内市 37,049 616 1.7 1 ベトナム 54.5 2 韓国 12.2 3 その他 12.0 4 中国 10.9 5 フィリピン 3.4
332135 岡山県 赤磐市 43,925 537 1.2 1 ベトナム 46.4 2 中国 24.8 3 韓国 8.2 4 その他 5.8 5 インドネシア 4.3
332143 岡山県 真庭市 44,245 327 0.7 1 ベトナム 29.1 2 中国 25.4 3 韓国 12.5 4 フィリピン 9.2 5 その他 8.0
332151 岡山県 美作市 26,924 443 1.6 1 ベトナム 52.6 2 中国 24.2 3 その他 9.0 4 韓国 5.2 5 タイ 2.7
332160 岡山県 浅口市 33,965 344 1.0 1 ベトナム 38.7 2 中国 22.1 3 その他 15.4 4 インドネシア 7.8 5 フィリピン 5.8
333468 岡山県 和気町 13,867 286 2.1 1 ベトナム 52.4 2 中国 12.2 3 インドネシア 8.0 4 韓国 7.7 5 タイ 6.6
334235 岡山県 早島町 12,721 72 0.6 1 その他 22.2 2 ベトナム 20.8 3 タイ 16.7 4 フィリピン 15.3 5 韓国 11.1
334456 岡山県 里庄町 11,149 157 1.4 1 ベトナム 61.1 2 フィリピン 12.7 3 中国 12.1 4 その他 3.8 4 タイ 3.8
334618 岡山県 矢掛町 13,936 382 2.7 1 ベトナム 53.4 2 ブラジル 19.6 3 中国 9.7 4 インドネシア 6.0 5 その他 3.4
335860 岡山県 新庄村 912 11 1.2 1 ベトナム 54.5 2 中国 36.4 3 その他 9.1
336068 岡山県 鏡野町 12,739 113 0.9 1 中国 46.0 2 ベトナム 32.7 3 韓国 7.1 4 その他 4.4 5 ブラジル 2.7
336220 岡山県 勝央町 11,108 63 0.6 1 ベトナム 38.1 2 中国 17.5 3 フィリピン 15.9 4 その他 9.5 5 韓国 7.9
336238 岡山県 奈義町 5,828 27 0.5 1 ベトナム 44.4 2 中国 25.9 3 韓国 18.5 4 フィリピン 7.4 5 その他 3.7
336432 岡山県 西粟倉村 1,419 7 0.5 1 その他 28.6 2 ブラジル 14.3 2 米国 14.3 2 タイ 14.3 2 フィリピン 14.3
336637 岡山県 久米南町 4,689 33 0.7 1 ベトナム 63.6 2 中国 12.1 3 フィリピン 6.1 3 韓国 6.1 5 その他 3.0
336661 岡山県 美咲町 13,764 95 0.7 1 ベトナム 50.5 2 中国 23.2 3 フィリピン 12.6 4 その他 5.3 4 韓国 5.3
336815 岡山県 吉備中央町 10,926 240 2.2 1 ベトナム 57.9 2 中国 14.2 3 ブラジル 11.3 4 フィリピン 8.8 5 その他 2.5
340006 広島県 広島県 2,812,477 55,782 2.0 1 ベトナム 25.6 2 中国 24.7 3 フィリピン 13.9 4 韓国 12.7 5 その他 9.2
341002 広島県 広島市 1,194,817 20,226 1.7 1 中国 26.5 2 韓国 22.9 3 ベトナム 19.9 4 フィリピン 10.7 5 その他 10.2
342025 広島県 呉市 217,690 3,463 1.6 1 ベトナム 26.9 2 フィリピン 24.6 3 中国 14.8 4 ブラジル 14.0 5 韓国 8.3
342033 広島県 竹原市 24,543 281 1.1 1 フィリピン 37.4 2 ベトナム 20.3 3 その他 15.3 4 中国 11.4 5 ブラジル 6.0
342041 広島県 三原市 92,009 2,305 2.5 1 中国 21.7 2 ベトナム 21.3 3 フィリピン 21.2 4 インドネシア 10.8 5 その他 7.8
342050 広島県 尾道市 134,320 3,005 2.2 1 フィリピン 34.2 2 ベトナム 20.9 3 インドネシア 14.2 4 中国 13.2 5 タイ 7.6
342076 広島県 福山市 466,863 10,161 2.2 1 ベトナム 37.0 2 中国 22.9 3 フィリピン 14.2 4 韓国 6.9 5 その他 6.6
342084 広島県 府中市 38,204 641 1.7 1 ベトナム 45.2 2 中国 16.8 3 フィリピン 14.5 4 インドネシア 7.5 5 その他 7.0
342092 広島県 三次市 51,234 683 1.3 1 フィリピン 27.7 2 ベトナム 21.8 3 中国 15.1 4 韓国 10.0 5 その他 7.9
342106 広島県 庄原市 34,208 433 1.3 1 ベトナム 43.4 2 フィリピン 18.9 3 中国 13.6 4 韓国 8.5 5 その他 5.8
342114 広島県 大竹市 26,616 384 1.4 1 中国 33.9 2 ベトナム 19.3 3 韓国 17.2 4 インドネシア 9.4 5 フィリピン 8.9
342122 広島県 東広島市 189,369 7,959 4.2 1 中国 42.3 2 ベトナム 20.6 3 その他 14.3 4 フィリピン 5.6 5 韓国 5.5
342131 広島県 廿日市市 117,045 1,445 1.2 1 ベトナム 42.6 2 フィリピン 15.3 3 中国 14.3 4 韓国 11.2 5 その他 6.6
342149 広島県 安芸高田市 28,044 835 3.0 1 ベトナム 28.0 2 中国 17.5 3 タイ 13.8 4 ブラジル 11.7 5 その他 10.2
342157 広島県 江田島市 22,356 731 3.3 1 ベトナム 33.4 2 フィリピン 20.8 3 中国 19.0 4 インドネシア 18.1 5 その他 4.1
343021 広島県 府中町 52,101 665 1.3 1 韓国 42.0 2 ベトナム 16.4 3 その他 12.8 4 中国 11.9 5 フィリピン 9.8
343048 広島県 海田町 30,343 950 3.1 1 ブラジル 28.2 2 その他 25.2 3 ベトナム 13.5 4 フィリピン 11.8 5 韓国 8.6
343072 広島県 熊野町 23,711 226 1.0 1 ベトナム 33.2 2 フィリピン 19.9 3 中国 18.6 4 ブラジル 10.6 5 韓国 10.2
343099 広島県 坂町 12,978 201 1.5 1 ベトナム 42.8 2 中国 22.4 3 フィリピン 15.9 4 韓国 9.0 5 その他 4.5
343684 広島県 安芸太田町 6,034 44 0.7 1 ベトナム 36.4 2 フィリピン 20.5 3 インドネシア 11.4 4 その他 9.1 4 韓国 9.1
343692 広島県 北広島町 18,244 586 3.2 1 ベトナム 59.4 2 中国 10.9 3 インドネシア 8.5 4 タイ 8.0 5 フィリピン 4.3
344311 広島県 大崎上島町 7,332 153 2.1 1 ベトナム 34.6 2 フィリピン 28.8 3 中国 14.4 4 その他 9.8 5 インドネシア 3.9
344621 広島県 世羅町 15,725 304 1.9 1 ベトナム 41.4 2 中国 15.1 3 インドネシア 13.2 4 フィリピン 12.5 5 韓国 8.6
345458 広島県 神石高原町 8,691 101 1.2 1 フィリピン 35.6 2 ベトナム 23.8 3 中国 12.9 4 韓国 11.9 5 その他 8.9
350001 山口県 山口県 1,356,144 17,279 1.3 1 韓国 27.5 2 ベトナム 26.7 3 中国 15.4 4 その他 10.6 5 フィリピン 8.8
352012 山口県 下関市 257,553 4,519 1.8 1 韓国 44.1 2 ベトナム 22.6 3 その他 11.6 4 中国 11.3 5 フィリピン 3.7
352021 山口県 宇部市 163,112 2,174 1.3 1 韓国 40.8 2 中国 17.1 3 ベトナム 15.2 4 その他 13.2 5 フィリピン 7.1
352039 山口県 山口市 190,663 1,874 1.0 1 ベトナム 32.2 2 中国 19.5 3 その他 13.3 4 韓国 12.8 5 フィリピン 9.1
352047 山口県 萩市 45,508 409 0.9 1 ベトナム 27.4 2 韓国 19.8 3 中国 18.1 4 フィリピン 10.0 5 その他 9.8
352063 山口県 防府市 115,405 1,323 1.1 1 ベトナム 37.6 2 中国 19.9 3 韓国 11.2 4 その他 9.8 5 フィリピン 9.4
352071 山口県 下松市 57,358 709 1.2 1 ベトナム 22.1 2 中国 22.0 3 フィリピン 18.1 4 その他 11.0 5 韓国 10.9
352080 山口県 岩国市 132,187 2,080 1.6 1 ベトナム 24.7 2 フィリピン 20.4 3 中国 17.3 4 韓国 15.8 5 米国 7.6
352101 山口県 光市 50,431 458 0.9 1 韓国 34.7 2 インドネシア 19.4 3 ベトナム 14.0 4 その他 10.5 5 中国 8.1
352110 山口県 長門市 33,094 487 1.5 1 ベトナム 60.8 2 中国 9.7 3 韓国 8.8 4 その他 6.4 4 ブラジル 6.4
352128 山口県 柳井市 31,087 197 0.6 1 ベトナム 28.4 2 フィリピン 20.3 3 中国 17.8 4 韓国 16.2 5 インドネシア 5.6
352136 山口県 美祢市 23,375 233 1.0 1 韓国 25.8 2 ベトナム 25.3 3 その他 22.7 4 インドネシア 10.7 5 フィリピン 6.9
352152 山口県 周南市 140,998 1,657 1.2 1 ベトナム 35.0 2 韓国 22.0 3 中国 12.9 4 その他 10.4 5 フィリピン 8.4
352161 山口県 山陽小野田 61,565 768 1.2 1 韓国 38.2 2 ベトナム 23.2 3 中国 15.6 4 その他 7.8 5 インドネシア 6.4
353051 山口県 周防大島町 15,242 107 0.7 1 ベトナム 44.9 2 フィリピン 17.8 3 その他 15.0 4 韓国 7.5 5 米国 5.6
353213 山口県 和木町 6,187 91 1.5 1 中国 56.0 2 ベトナム 19.8 3 韓国 8.8 4 フィリピン 7.7 5 その他 3.3
353418 山口県 上関町 2,593 5 0.2 1 ベトナム 40.0 1 フィリピン 40.0 3 その他 20.0
353434 山口県 田布施町 15,002 70 0.5 1 ベトナム 54.3 2 フィリピン 21.4 3 その他 7.1 3 米国 7.1 5 韓国 5.7
353442 山口県 平生町 11,600 90 0.8 1 中国 40.0 2 ベトナム 20.0 3 韓国 15.6 4 その他 8.9 5 米国 6.7
355020 山口県 阿武町 3,184 28 0.9 1 ベトナム 64.3 2 韓国 17.9 3 その他 7.1 3 台湾 7.1 5 フィリピン 3.6

注1）総人口は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（2021年1月1日現在）」、外国人居住者数は出入国在留管理庁「在留外国人統計（2020年12月末）」

自治体
コード

都道府県 自治体 総人口（人）
外国人居住
者数（人）

割合
（％）
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順位 資格 ％ 順位 資格 ％ 順位 資格 ％
310000 鳥取県 鳥取県 556,959 4,949 0.9 1 身分 45.0 2 特・技 32.3 3 専・技 8.2
312011 鳥取県 鳥取市 185,890 1,494 0.8 1 身分 44.2 2 特・技 23.2 3 留学 13.4
312029 鳥取県 米子市 147,536 1,408 1.0 1 身分 57.2 2 特・技 22.9 3 専・技 8.7
312037 鳥取県 倉吉市 46,255 372 0.8 1 身分 47.8 2 特・技 27.7 3 専・技 16.1
312045 鳥取県 境港市 33,665 540 1.6 1 特・技 49.1 2 身分 38.0 3 特定活動 7.2
313025 鳥取県 岩美町 11,278 109 1.0 1 特・技 74.3 2 身分 13.8 3 その他 5.5
313254 鳥取県 若桜町 3,050 32 1.0 1 特・技 81.3 2 特定活動 9.4 3 身分 6.3
313289 鳥取県 智頭町 6,726 78 1.2 1 特・技 47.4 2 留学 34.6 3 身分 15.4
313297 鳥取県 八頭町 16,711 74 0.4 1 身分 48.6 2 特・技 39.2 3 専・技 8.1
313645 鳥取県 三朝町 6,340 73 1.2 1 身分 31.5 2 専・技 20.5 3 留学 19.2
313700 鳥取県 湯梨浜町 16,741 92 0.5 1 身分 53.3 2 特・技 34.8 3 専・技 6.5
313718 鳥取県 琴浦町 17,026 224 1.3 1 特・技 60.7 2 身分 29.5 3 特定活動 6.7
313726 鳥取県 北栄町 14,731 102 0.7 1 身分 45.1 2 特・技 42.2 3 専・技 6.9
313840 鳥取県 日吉津村 3,554 28 0.8 1 身分 75.0 2 特・技 21.4 3 専・技 3.6
313866 鳥取県 大山町 15,926 134 0.8 1 特・技 58.2 2 身分 26.9 3 その他 6.0
313891 鳥取県 南部町 10,601 77 0.7 1 特・技 64.9 2 特定活動 19.5 3 身分 15.6
313904 鳥取県 伯耆町 10,774 49 0.5 1 身分 75.5 2 特・技 12.2 2 専・技 12.2
314013 鳥取県 日南町 4,390 29 0.7 1 特・技 41.4 2 身分 34.5 3 特定活動 17.2
314021 鳥取県 日野町 2,990 22 0.7 1 身分 40.9 1 特・技 40.9 3 特定活動 18.2
314030 鳥取県 江府町 2,775 12 0.4 1 身分 41.7 2 特・技 33.3 3 専・技 16.7
320005 島根県 島根県 672,979 9,324 1.4 1 身分 64.5 2 特・技 21.0 3 専・技 5.1
322016 島根県 松江市 200,772 1,557 0.8 1 身分 46.7 2 特・技 18.6 3 留学 13.8
322024 島根県 浜田市 52,605 659 1.3 1 身分 44.6 2 特・技 38.8 3 特定活動 5.9
322032 島根県 出雲市 174,684 4,916 2.8 1 身分 81.6 2 特・技 12.0 3 特定活動 2.5
322041 島根県 益田市 45,635 382 0.8 1 身分 51.0 2 特・技 34.0 3 専・技 7.3
322059 島根県 大田市 33,800 387 1.1 1 身分 65.1 2 特・技 25.1 3 特定活動 5.2
322067 島根県 安来市 37,740 265 0.7 1 特・技 47.9 2 身分 35.1 3 専・技 8.3
322075 島根県 江津市 23,005 305 1.3 1 身分 47.5 2 特・技 34.8 3 専・技 8.9
322091 島根県 雲南市 37,102 225 0.6 1 特・技 42.2 2 身分 41.8 3 特定活動 6.7
323438 島根県 奥出雲町 12,176 85 0.7 1 特・技 41.2 2 身分 35.3 3 留学 10.6
323861 島根県 飯南町 4,725 42 0.9 1 特・技 64.3 2 身分 21.4 3 特定活動 7.1
324418 島根県 川本町 3,203 22 0.7 1 特・技 45.5 2 身分 31.8 3 専・技 13.6
324485 島根県 美郷町 4,499 17 0.4 1 身分 94.1 2 専・技 5.9
324493 島根県 邑南町 10,360 79 0.8 1 特・技 59.5 2 身分 24.1 3 特定活動 7.6
325015 島根県 津和野町 7,064 51 0.7 1 身分 43.1 2 特・技 39.2 3 特定活動 11.8
325058 島根県 吉賀町 6,139 210 3.4 1 特・技 48.1 2 専・技 16.7 3 身分 14.3
325252 島根県 海士町 2,214 10 0.5
325261 島根県 西ノ島町 2,745 23 0.8 1 特・技 43.5 2 身分 34.8 3 専・技 13.0
325279 島根県 知夫村 645 3 0.5
325287 島根県 隠岐の島町 13,866 86 0.6 1 身分 67.4 2 特・技 17.4 3 専・技 8.1
330001 岡山県 岡山県 1,893,874 31,313 1.7 1 身分 38.7 2 特・技 30.5 3 留学 11.8
331007 岡山県 岡山市 708,155 14,109 2.0 1 身分 41.8 2 留学 20.3 3 特・技 19.1
332020 岡山県 倉敷市 481,537 6,843 1.4 1 身分 46.5 2 特・技 31.3 3 専・技 7.6
332038 岡山県 津山市 99,821 1,037 1.0 1 身分 44.6 2 特・技 30.7 3 専・技 12.6
332046 岡山県 玉野市 57,921 721 1.2 1 特・技 39.3 2 身分 37.7 3 特定活動 10.8
332054 岡山県 笠岡市 47,160 578 1.2 1 特・技 56.2 2 身分 21.3 3 特定活動 14.7
332071 岡山県 井原市 39,284 570 1.5 1 特・技 63.0 2 身分 18.8 3 特定活動 10.2
332089 岡山県 総社市 69,602 1,771 2.5 1 特・技 47.8 2 身分 32.2 3 特定活動 10.3
332097 岡山県 高梁市 29,305 936 3.2 1 特・技 35.1 2 留学 34.3 3 身分 16.3
332101 岡山県 新見市 28,396 274 1.0 1 特・技 35.8 2 身分 32.1 3 留学 12.8
332119 岡山県 備前市 33,527 721 2.2 1 特・技 51.7 2 身分 30.5 3 専・技 9.3
332127 岡山県 瀬戸内市 37,049 616 1.7 1 特・技 57.8 2 身分 23.5 3 特定活動 7.1
332135 岡山県 赤磐市 43,925 537 1.2 1 特・技 40.6 2 身分 33.9 3 専・技 13.4
332143 岡山県 真庭市 44,245 327 0.7 1 身分 38.2 2 特・技 32.1 3 特定活動 12.8
332151 岡山県 美作市 26,924 443 1.6 1 特・技 49.4 2 専・技 18.5 3 身分 16.7
332160 岡山県 浅口市 33,965 344 1.0 1 特・技 55.8 2 身分 20.3 3 専・技 15.1
333468 岡山県 和気町 13,867 286 2.1 1 特・技 49.0 2 身分 26.2 3 専・技 15.7
334235 岡山県 早島町 12,721 72 0.6 1 特・技 45.8 2 身分 33.3 3 専・技 12.5
334456 岡山県 里庄町 11,149 157 1.4 1 特・技 47.1 2 特定活動 28.0 3 身分 16.6
334618 岡山県 矢掛町 13,936 382 2.7 1 特・技 58.1 2 身分 28.0 3 その他 4.7
335860 岡山県 新庄村 912 11 1.2 1 特・技 54.5 2 身分 45.5
336068 岡山県 鏡野町 12,739 113 0.9 1 身分 46.9 2 特・技 36.3 3 特定活動 8.8
336220 岡山県 勝央町 11,108 63 0.6 1 身分 44.4 2 特・技 31.7 3 専・技 20.6
336238 岡山県 奈義町 5,828 27 0.5 1 身分 51.9 2 特・技 29.6 3 専・技 11.1
336432 岡山県 西粟倉村 1,419 7 0.5
336637 岡山県 久米南町 4,689 33 0.7 1 身分 39.4 2 特・技 36.4 3 特定活動 21.2
336661 岡山県 美咲町 13,764 95 0.7 1 特・技 47.4 2 身分 36.8 3 特定活動 8.4
336815 岡山県 吉備中央町 10,926 240 2.2 1 特・技 39.6 2 身分 25.8 3 特定活動 18.8
340006 広島県 広島県 2,812,477 55,782 2.0 1 身分 45.1 2 特・技 28.6 3 留学 8.3
341002 広島県 広島市 1,194,817 20,226 1.7 1 身分 60.0 2 特・技 17.5 3 専・技 8.2
342025 広島県 呉市 217,690 3,463 1.6 1 身分 50.5 2 特・技 32.3 3 特定活動 9.6
342033 広島県 竹原市 24,543 281 1.1 1 身分 69.8 2 特・技 17.4 3 特定活動 5.7
342041 広島県 三原市 92,009 2,305 2.5 1 身分 44.2 2 特・技 38.0 3 特定活動 9.3
342050 広島県 尾道市 134,320 3,005 2.2 1 特・技 57.2 2 身分 18.8 3 特定活動 17.0
342076 広島県 福山市 466,863 10,161 2.2 1 身分 33.6 2 特・技 33.5 3 留学 15.4
342084 広島県 府中市 38,204 641 1.7 1 特・技 64.7 2 身分 20.3 3 専・技 7.6
342092 広島県 三次市 51,234 683 1.3 1 身分 47.6 2 特・技 43.3 3 専・技 4.1
342106 広島県 庄原市 34,208 433 1.3 1 特・技 45.7 2 身分 35.6 3 特定活動 6.5
342114 広島県 大竹市 26,616 384 1.4 1 身分 54.7 2 特・技 31.3 3 特定活動 9.6
342122 広島県 東広島市 189,369 7,959 4.2 1 身分 34.6 2 特・技 20.8 3 留学 20.1
342131 広島県 廿日市市 117,045 1,445 1.2 1 特・技 42.4 2 身分 39.8 3 特定活動 8.2
342149 広島県 安芸高田市 28,044 835 3.0 1 特・技 60.6 2 身分 27.3 3 特定活動 6.8
342157 広島県 江田島市 22,356 731 3.3 1 特・技 59.4 2 身分 26.1 3 特定活動 12.4
343021 広島県 府中町 52,101 665 1.3 1 身分 68.6 2 その他 10.1 3 特・技 9.5
343048 広島県 海田町 30,343 950 3.1 1 身分 68.9 2 特・技 14.6 3 特定活動 7.3
343072 広島県 熊野町 23,711 226 1.0 1 身分 49.1 2 特・技 34.1 3 特定活動 8.8
343099 広島県 坂町 12,978 201 1.5 1 特・技 48.3 2 身分 37.8 3 特定活動 7.0
343684 広島県 安芸太田町 6,034 44 0.7 1 身分 45.5 2 特・技 36.4 3 専・技 9.1
343692 広島県 北広島町 18,244 586 3.2 1 特・技 51.5 2 特定活動 20.0 3 身分 15.4
344311 広島県 大崎上島町 7,332 153 2.1 1 特・技 58.2 2 身分 26.1 3 専・技 8.5
344621 広島県 世羅町 15,725 304 1.9 1 特・技 59.2 2 身分 24.7 3 特定活動 8.9
345458 広島県 神石高原町 8,691 101 1.2 1 特・技 55.4 2 身分 24.8 3 特定活動 12.9
350001 山口県 山口県 1,356,144 17,279 1.3 1 身分 48.3 2 特・技 27.0 3 留学 8.7
352012 山口県 下関市 257,553 4,519 1.8 1 身分 56.3 2 特・技 22.3 3 留学 11.6
352021 山口県 宇部市 163,112 2,174 1.3 1 身分 62.3 2 特・技 19.2 3 留学 6.8
352039 山口県 山口市 190,663 1,874 1.0 1 身分 32.3 2 特・技 31.1 3 留学 15.7
352047 山口県 萩市 45,508 409 0.9 1 身分 38.9 2 特・技 34.0 3 留学 14.4
352063 山口県 防府市 115,405 1,323 1.1 1 特・技 43.8 2 身分 31.9 3 専・技 10.8
352071 山口県 下松市 57,358 709 1.2 1 特・技 37.7 2 身分 36.4 3 専・技 15.9
352080 山口県 岩国市 132,187 2,080 1.6 1 身分 58.1 2 特・技 25.5 3 専・技 7.8
352101 山口県 光市 50,431 458 0.9 1 身分 56.6 2 専・技 21.4 3 特・技 15.3
352110 山口県 長門市 33,094 487 1.5 1 特・技 53.2 2 身分 25.7 3 特定活動 10.5
352128 山口県 柳井市 31,087 197 0.6 1 身分 56.9 2 特・技 32.0 3 特定活動 4.6
352136 山口県 美祢市 23,375 233 1.0 1 身分 40.3 2 特・技 30.9 3 特定活動 21.5
352152 山口県 周南市 140,998 1,657 1.2 1 身分 39.6 2 留学 25.3 3 特・技 17.5
352161 山口県 山陽小野田 61,565 768 1.2 1 身分 48.4 2 特・技 35.0 3 専・技 6.9
353051 山口県 周防大島町 15,242 107 0.7 1 特・技 43.9 2 身分 32.7 3 特定活動 13.1
353213 山口県 和木町 6,187 91 1.5 1 身分 78.0 2 特・技 9.9 2 専・技 9.9
353418 山口県 上関町 2,593 5 0.2
353434 山口県 田布施町 15,002 70 0.5 1 身分 37.1 2 特・技 31.4 3 特定活動 22.9
353442 山口県 平生町 11,600 90 0.8 1 身分 46.7 2 特・技 26.7 3 専・技 20.0
355020 山口県 阿武町 3,184 28 0.9 1 特定活動 35.7 2 特・技 32.1 3 身分 28.6

注1）総人口は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（2021年1月1日現在）」、外国人居住者数は出入国在留管理庁「在留外国人統計（2020年12月末）」
注２）在留資格の表記は次ページ参照

自治体
コード

都道府県 自治体 総人口（人）
外国人居住
者数（人）

割合
（％）

在留資格要約_ランキング
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在留資格の要約

要約 要約略称
教授
芸術
宗教
報道

高度専門職１号イ
高度専門職１号ロ
高度専門職１号ハ
高度専門職２号

経営・管理
法律・会計業務

医療
研究
教育

技術・人文知識・国際業務
企業内転勤

介護
興行
技能

特定技能１号
特定技能２号
技能実習１号イ
技能実習１号ロ
技能実習２号イ
技能実習２号ロ
技能実習３号イ
技能実習３号ロ

文化活動 その他 その他
留学 留学 留学
研修

家族滞在
特定活動 特定活動 特定活動

日本人の配偶者等
永住者の配偶者等

定住者
永住者

特別永住者

専門的・技術的分野

特定技能・技能実習

身分に基づく在留資格

専・技

特・技

身分

その他 その他
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（２）自治体別「多文化共生」に関する政策

国際交流・多文化共
生

（参考：雇用・労働） 名称 計画期間 ビジョン
指標の有

無 内容

310000 鳥取県 鳥取県
交流人口拡大本部

観光交流局交流推進
課

商工労働部雇用人材
局雇用政策課

鳥取県の将来ビジョン/鳥取県令和新時代創生戦略

概ね10年後
（2030年）

/2020年4月～
2025年3月

※総合計画の中に多文化共生施策を
含む

- -

312011 鳥取県 鳥取市
企画推進部文化交流

課
経済観光部

経済・雇用戦略課
鳥取市多文化共生推進 プラン 2021年4月～2026年3月

「多文化共生社会」の実現
【基本目標】
①外国人住民へのコミュニケーション
支援
②外国人住民の生活支援
③多文化共生の地域づくり

- -

312029 鳥取県 米子市
総合政策部地域振興

課
米子市まちづくりビジョン 2020年4月～2025年3月

※総合計画の中に多文化共生施策を
含む多文化共生社会の実現
【計画目標】
①地域の国際化を進め、国際的視野
を持った人材育成に取り組みます。
②友好・姉妹都市及び諸外国との交流
を推進します。
③外国人住民にとっても暮らしやすい
環境づくりに取り組みます。

- -

312037 鳥取県 倉吉市
生活産業部

地域づくり支援課
- - - - -

312045 鳥取県 境港市 産業部 水産商工課 - - - - -
313025 鳥取県 岩美町 商工観光課 - - - - -
313254 鳥取県 若桜町 ふるさと創生課 - - - - -
313289 鳥取県 智頭町 - - - - - -
313297 鳥取県 八頭町 企画課 - - - - -
313645 鳥取県 三朝町 観光交流課 - - - - -
313700 鳥取県 湯梨浜町 企画課 - - - - -
313718 鳥取県 琴浦町 企画政策課 - - - - -
313726 鳥取県 北栄町 観光交流課 第2次北栄町まちづくりビジョン 2020年9月～2031年3月※総合計画の中に多文化共生施策を含む - -
313840 鳥取県 日吉津村 総合政策課 - - - - -

313866 鳥取県 大山町
教育委員会事務局

社会教育課
大山町未来づくり10年プラン 2016年4月～2026年3月※総合計画の中に多文化共生施策を含む - -

313891 鳥取県 南部町 企画政策課 - - - - -
313904 鳥取県 伯耆町 企画課 - - - - -
314013 鳥取県 日南町 企画課 - - - - -
314021 鳥取県 日野町 企画政策課 - - - - -
314030 鳥取県 江府町 総務課 - - - - -

320005 島根県 島根県
環境生活部文化国際

課
商工労働部雇用政策

課
島根創生計画 2020年4月～2025年3月

外国人との相互理解を深め、多文化が
共生し、グローバル化の進む社会で活
動する 人材が育つ地域をつくります。

- -

322016 島根県 松江市
観光振興部国際観光

課
産業経済部（まつえ
産業支援センター）

松江市多文化共生推進プラン 2021年4月～2026年3月
多様性を尊重し、誰もが心豊かに暮ら
し、活躍できる多文化共生のまち

- -

322024 島根県 浜田市
地域政策部

定住関係人口推進課
- - - - -

322032 島根県 出雲市
総合政策部政策企画

課
産業政策課 出雲市多文化共生推進プラン 2020年4月～2025年3月

多様性を認めあい　みんなでつくる　多
文化共生のまち

○ 外国人住民５年定住率40％

322041 島根県 益田市 益田市人権センター 益田市人権・同和問題基本計画 2017年4月～2022年3月※人権計画の中に多文化共生施策を含む - -

322059 島根県 大田市
総務部 総務課
/人権推進課

大田市多文化共生推進計画 2020年4月～2023年3月

“ちがいをゆたかさに”心豊 ゆたかに
誇をもって共に暮らせる多文化共生の
まちづくり

- -

322067 島根県 安来市
政策推進部政策秘書

課/定住推進課
第2次安来市総合計画 2016年4月～2026年3月

※総合計画の中に多文化共生施策を
含む

○ 多文化共生イベント参加者0（現状）～20人へ

322075 島根県 江津市 政策企画課 第六次江津市総合振興計画 2020年4月～2030年3月※総合計画の中に多文化共生施策を含む

322091 島根県 雲南市
政策企画部地域振興

課
雲南市多文化共生推進プラン 2020年4月～2030年3月

だれとでも気軽に交流できるやさしいま
ち
だれもが安心して暮らせるまち
だれもが活躍できるまち

- -

323438 島根県 奥出雲町 企画財政課 第2次奥出雲町総合計画 2021年4月～2031年3月 ※総合計画の中に多文化共生施策を - -
323861 島根県 飯南町 - - - - - -
324418 島根県 川本町 - - - - - -
324485 島根県 美郷町 - - - - - -
324493 島根県 邑南町 町民課 邑南町人権施策推進基本方針 2015年12月～ ※人権計画の中に多文化共生施策を
325015 島根県 津和野町 商工観光課 - - - - -
325058 島根県 吉賀町 税務住民課 - - - - -
325252 島根県 海士町 - - - - - -
325261 島根県 西ノ島町 - 西ノ島町まち・ひと・しごと創生総合戦略 2015年4月～2020年3月 ※総合計画の中に多文化共生施策を - -
325279 島根県 知夫村 - - - - - -
325287 島根県 隠岐の島町 地域振興課政策企画 第２次隠岐の島町総合振興計画 2020年4月～2030年3月 ※総合計画の中に多文化共生施策を - -

330001 岡山県 岡山県
県民生活部

国際課
産業労働部

労働雇用政策課
国際化施策推進方針 2021年度～ - - -

331007 岡山県 岡山市
市民協働局
市民協働部

国際課

産業観光局
商工部

産業振興・雇用推進
岡山市多文化共生社会推進プラン 2019年度～2023年度

「互いのちがいを認め、共に支えあい
共に築く、多文化共生のまち　岡山を

目指して」
- -

332020 岡山県 倉敷市
文化産業局
文化観光部

国際課

文化産業局
文化観光部
労働政策課

倉敷市第七次総合計画 2021年4月～2031年4月

※総合計画の中に多文化共生施策を
含む（基本方針）
国際交流事業の継続と拡充により、互
いの文化や習慣の相互理解に努める
とともに、多言語による情報発信や相
談体制の充実を図り、在住外国人が地
域社会で参画・活躍できる多文化共生
のまちづくりを進めます。

○
★ 地域社会の一員として生活できていると感じて

いる外国人の割合
　現状値 43.0%(R 元 ) ⇒ 目標値 50%(R7)

332038 岡山県 津山市
地域振興部

地域づくり推進室
生涯学習課

産業文化部
仕事・移住支援室

津山市多文化共生推進指針 2021年3月～
「多様性を尊重し、あらゆる人が活躍
する多文化共生のまち　津山」

- -

332046 岡山県 玉野市 - - - - -

332054 岡山県 笠岡市
政策部

協働のまちづくり課 笠岡市第7次総合計画 2018年4月～2026年3月

※総合計画の中に多文化共生施策を
含む（基本方針）
協働の取組によって国際交流に参加
する市民を増やし，国際化に対応する
人材を育 成するとともに，笠岡に住ん
でいる外国人が生活しやすい環境をつ
くり，多文化共生のまちづくりを目指し

- -

332071 岡山県 井原市
建設経済部
観光交流課

- - - -

332089 岡山県 総社市
市民生活部

人権・まちづくり課
国際・交流推進係

総社市における多文化共生施策の概要 2021年4月～ - - -

332097 岡山県 高梁市 市長直轄 - - - -
332101 岡山県 新見市 - - - - -
332119 岡山県 備前市 市長公室 - - - -
332127 岡山県 瀬戸内市 総合政策部  - - - -
332135 岡山県 赤磐市 総合政策部 - - - -
332143 岡山県 真庭市 - - - - -
332151 岡山県 美作市 企画振興部 - - - -
332160 岡山県 浅口市 教育委員会事務局 - - - -
333468 岡山県 和気町 まち経営課 - - - -
334235 岡山県 早島町 - - - - -
334456 岡山県 里庄町 - - - - -
334618 岡山県 矢掛町 - - - - -
335860 岡山県 新庄村 - - - - -
336068 岡山県 鏡野町 - - - - -
336220 岡山県 勝央町 - - - - -
336238 岡山県 奈義町 - - - - -
336432 岡山県 西粟倉村 - - - - -
336637 岡山県 久米南町 - - - - -
336661 岡山県 美咲町 - - - - -
336815 岡山県 吉備中央町 協働推進課 - - - -

注１）一般財団法人自治体国際化協会(CLAIR)がまとめている各自治体の多文化共生、国際交流等に関するプラン（2021年4月現在）を基に、必要に応じて追記している

自治体
コード

都道府県 自治体
政策文書のビジョンと具体的指標の有無と内容担当部署 多文化共生プラン関連政策文書（注1）
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資料の有無 内容

340006 広島県 広島県 - -
公益財団法人ひろしま国際センター
ひろしま国際プラザ
広島県留学生活躍支援センター

「外国人材受入・共生対策プロジェクト・チーム」の設置

341002 広島県 広島市 - - （公財）広島平和文化センター 外国人市民の総合相談窓口事業

342025 広島県 呉市 - - 呉市国際交流協会
342033 広島県 竹原市 - - -
342041 広島県 三原市 - - 三原市国際化推進協議会
342050 広島県 尾道市 - - 尾道市国際交流推進協議会
342076 広島県 福山市 ○ 市内に暮らす外国人市民の状況 福山国際交流協会
342084 広島県 府中市 - -

342092 広島県 三次市 - - 一般財団法人三次国際交流協会

342106 広島県 庄原市 - - しょうばら国際交流協会
342114 広島県 大竹市 - - 大竹国際交流協会

342122 広島県 東広島市 ○ 国際化の現状 東広島市国際化推進協議会

342131 広島県 廿日市市 ○ 廿日市市の国際課の現状と課題 廿日市市国際交流協会

342149 広島県 安芸高田市 ○ 安芸高田市人口動向 特定非営利活動法人安芸高田市国際交流協安芸高田市多文化共生コーディネーターの養成

342157 広島県 江田島市 - - 江田島市国際交流協会
343021 広島県 府中町 - - 府中町国際交流協会
343048 広島県 海田町 - - 海田町国際交流協会
343072 広島県 熊野町 - -

343099 広島県 坂町 - -

343684 広島県 安芸太田町 - -
343692 広島県 北広島町 - -
344311 広島県 大崎上島町 - -
344621 広島県 世羅町 - -
345458 広島県 神石高原町 - - NPO法人nina神石高原

350001 山口県 山口県 - - 公益財団法人 山口県国際交流協会
外国人材コーディネータ、外国人材雇用アドバイ
ザーの配置
国際交流員の配置

352012 山口県 下関市 〇
多文化共生に関する外国人住民・
外国人留学生アンケート調査

352021 山口県 宇部市 - - 日本語クラブ宇部

352039 山口県 山口市 〇 多文化共生に関するアンケート
（仮称）山口市国際関係連絡調整会議
（仮称）山口市国際化推進懇話会

352047 山口県 萩市 - -

352063 山口県 防府市 - - 防府市国際交流団体連絡協議会

352071 山口県 下松市 - -

352080 山口県 岩国市 〇
小学生、中学生、一般市民、市内事業者、市外居住者に
対して意識調査

352101 山口県 光市 - -

352110 山口県 長門市 〇
就労、相談窓口、外国人雇用に関するアンケート結果を
実施計画に記載

外国人の地域おこし協力隊

352128 山口県 柳井市 - -

352136 山口県 美祢市 - -
352152 山口県 周南市 - -
352161 山口県 山陽小野田 - - 山陽小野田市国際交流協会
353051 山口県 周防大島町 - -
353213 山口県 和木町 - -
353418 山口県 上関町 - -
353434 山口県 田布施町 - -
353442 山口県 平生町 - -
355020 山口県 阿武町 - -

多文化共生プラン策定のための現状把握・課題分析資料の有無と内容
関係する公益団体等組織 支援事業実施体制等

自治体
コード

都道府県 自治体
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（３）自治体別「多文化共生」に関する体制等

資料の有無 内容

310000 鳥取県 鳥取県 - - 公益財団法人鳥取県国際交流財団 国際交流員・外国語指導助手の配置

312011 鳥取県 鳥取市 ○ 在留外国人の状況
国際交流プラザ
鳥取市環日本海経済交流センター

多文化共生プロジェクトチーム
国際交流員の配置

312029 鳥取県 米子市 ○
本市を取り巻く社会情勢と本市の地域特性を踏まえたまち
づくりの課題

公益財団法人鳥取県国際交流財団米子事
務所

国際交流員の配置

312037 鳥取県 倉吉市 - -
公益財団法人鳥取県国際交流財団倉吉事
務所

国際交流員の配置

312045 鳥取県 境港市 - -
313025 鳥取県 岩美町 - - 岩美町日中友好協会「諍友会」
313254 鳥取県 若桜町 - -
313289 鳥取県 智頭町 - -
313297 鳥取県 八頭町 - -
313645 鳥取県 三朝町 - - 三朝町国際交流サークル 国際交流員の配置
313700 鳥取県 湯梨浜町 - -
313718 鳥取県 琴浦町 - - 琴浦町国際交流協会
313726 鳥取県 北栄町 - - 鳥取中部ふるさと広域連合
313840 鳥取県 日吉津村 - -

313866 鳥取県 大山町 - -
中山国際交流協会
大山町日韓親善交流協会

313891 鳥取県 南部町 - - 南部町国際交流協会
313904 鳥取県 伯耆町 - -
314013 鳥取県 日南町 - -
314021 鳥取県 日野町 - -
314030 鳥取県 江府町 - - 江府町国際交流協会

320005 島根県 島根県 ○ 在留外国人の状況
しまね国際センター
島根大学国際センター

多文化共生推進スタッフ及び外国人材雇用情報提
供専門員の配置

322016 島根県 松江市 ○ 在留外国人の状況
松江市国際交流会館
まつえ産業支援センター

322024 島根県 浜田市 - - 浜田国際交流協会

322032 島根県 出雲市 ○

・在留外国人の状況
・出雲市立の小中学校における日本語指導が必要な児童
生徒数
・島根県外国人住民実態調査（島根県と19市町村が実施。
外国人住民2,000人（うち出雲市の回収数は247人）にアン
ケート送付
・令和元年市民満足度調査（出雲市民に対して多文化共
生等に関する満足度を調査。回収数は1,199人）

出雲市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進
会議 多文化共生部会委員

322041 島根県 益田市 - - NPO多文化共生と人権文化

322059 島根県 大田市 ○

・在留外国人の状況
・大田市在住外国人住民アンケート調査（大田市在住の外
国人383名に対して、多文化共生実現のための課題やニー
ズをアンケート調査。76件回答を得た）

大田市多文化共生推進計画策定委員会
在住外国人共生市民の会
大田日本語サークルこだま

国際交流員（ブラジル人）を配置
省庁関係課連絡会議を設置予定

322067 島根県 安来市 - - 社日交流センター

322075 島根県 江津市 - -

322091 島根県 雲南市 ○

・在留外国人の状況
・地域の住民や監理団体、技能実習生、専門家などにヒア
リングを行った
・雲南市外国人定住者調査（島根県中山間地域研究セン
ターが実施。生活全般に関することを110人に対してヒアリ
ングを行った）
・島根県外国人住民実態調査（島根県と19市町村が実施。
外国人住民2,000人（うち雲南市50人）にアンケート送付
・第 5 回しまねｗｅｂモニター調査（島根県が実施。島根
WEBモニター登録者690人に多文化共生に対しての意識調

雲南市国際文化交流協会

323438 島根県 奥出雲町 - -
323861 島根県 飯南町 - -
324418 島根県 川本町 - -
324485 島根県 美郷町 - -
324493 島根県 邑南町 - -
325015 島根県 津和野町 - -
325058 島根県 吉賀町 - -
325252 島根県 海士町 - -
325261 島根県 西ノ島町 - -
325279 島根県 知夫村 - -
325287 島根県 隠岐の島町 - -

330001 岡山県 岡山県 ○
国籍別在留外国人数の推移（2019年末時点まで）
在留資格別在留外国人数の推移（2019年末時点まで）

岡山県国際交流協会
（一社）岡山経済同友会
（公財）岡山県産業振興財団

岡山多文化共生政策研究会の設置

331007 岡山県 岡山市 ○
外国人住民数の推移（2018年3月末時点まで）
国籍別外国人住民数と割合（2018年12月末時点）
在留資格別外国人住民数と割合（2018年12月末時点）

岡山市国際交流協議会
岡山市国際交流協議会ボランティア登録制度
岡山市多文化共生推進ネットワーク会議

332020 岡山県 倉敷市 - - 倉敷市国際交流協会 国際交流員の配置

332038 岡山県 津山市 ○ 外国人市民数（住民票登録・989人・2020/1/1現在） 津山国際交流の会
津山にほんごの会事務局：日本語教室の開催
（地域づくり推進室内）

332046 岡山県 玉野市 - - -

332054 岡山県 笠岡市 - - 笠岡国際交流協会

332071 岡山県 井原市 - - 井原市国際交流協会

332089 岡山県 総社市 ○
在留外国人人口の推移（2021年4月1日現在まで）
国籍別・在留資格別外国人人口（2021年度）

総社市コミュニティ地域づくり協議会、総社
インターナショナルコミュニティ、ＡＭＤＡグ
ループ

332097 岡山県 高梁市 - - 高梁市国際交流協議会
332101 岡山県 新見市 - -
332119 岡山県 備前市 - -
332127 岡山県 瀬戸内市 - - 国際交流員の配置
332135 岡山県 赤磐市 - -
332143 岡山県 真庭市 - -
332151 岡山県 美作市 - - 美作日越友好協会
332160 岡山県 浅口市 - -
333468 岡山県 和気町 - - 和気町国際交流協会
334235 岡山県 早島町 - -
334456 岡山県 里庄町 - -
334618 岡山県 矢掛町 - -
335860 岡山県 新庄村 - -
336068 岡山県 鏡野町 - -
336220 岡山県 勝央町 - -
336238 岡山県 奈義町 - -
336432 岡山県 西粟倉村 - -
336637 岡山県 久米南町 - -
336661 岡山県 美咲町 - -
336815 岡山県 吉備中央町 - -

多文化共生プラン策定のための現状把握・課題分析資料の有無と内容
関係する公益団体等組織 支援事業実施体制等

自治体
コード

都道府県 自治体
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資料の有無 内容

340006 広島県 広島県 - -
公益財団法人ひろしま国際センター
ひろしま国際プラザ
広島県留学生活躍支援センター

「外国人材受入・共生対策プロジェクト・チーム」の設置

341002 広島県 広島市 - - （公財）広島平和文化センター 外国人市民の総合相談窓口事業

342025 広島県 呉市 - - 呉市国際交流協会
342033 広島県 竹原市 - - -
342041 広島県 三原市 - - 三原市国際化推進協議会
342050 広島県 尾道市 - - 尾道市国際交流推進協議会
342076 広島県 福山市 ○ 市内に暮らす外国人市民の状況 福山国際交流協会
342084 広島県 府中市 - -

342092 広島県 三次市 - - 一般財団法人三次国際交流協会

342106 広島県 庄原市 - - しょうばら国際交流協会
342114 広島県 大竹市 - - 大竹国際交流協会

342122 広島県 東広島市 ○ 国際化の現状 東広島市国際化推進協議会

342131 広島県 廿日市市 ○ 廿日市市の国際課の現状と課題 廿日市市国際交流協会

342149 広島県 安芸高田市 ○ 安芸高田市人口動向 特定非営利活動法人安芸高田市国際交流 安芸高田市多文化共生コーディネーターの養成

342157 広島県 江田島市 - - 江田島市国際交流協会
343021 広島県 府中町 - - 府中町国際交流協会
343048 広島県 海田町 - - 海田町国際交流協会
343072 広島県 熊野町 - -

343099 広島県 坂町 - -

343684 広島県 安芸太田町 - -
343692 広島県 北広島町 - -
344311 広島県 大崎上島町 - -
344621 広島県 世羅町 - -
345458 広島県 神石高原町 - - NPO法人nina神石高原

350001 山口県 山口県 - - 公益財団法人 山口県国際交流協会
外国人材コーディネータ、外国人材雇用アドバイザーの
配置

352012 山口県 下関市 〇
多文化共生に関する外国人住民・
外国人留学生アンケート調査

352021 山口県 宇部市 - - 日本語クラブ宇部

352039 山口県 山口市 〇 多文化共生に関するアンケート
（仮称）山口市国際関係連絡調整会議
（仮称）山口市国際化推進懇話会

352047 山口県 萩市 - -

352063 山口県 防府市 - - 防府市国際交流団体連絡協議会

352071 山口県 下松市 - -

352080 山口県 岩国市 〇
小学生、中学生、一般市民、市内事業者、市外居住者に
対して意識調査

352101 山口県 光市 - -

352110 山口県 長門市 〇
就労、相談窓口、外国人雇用に関するアンケート結果を
実施計画に記載

外国人の地域おこし協力隊

352128 山口県 柳井市 - -

352136 山口県 美祢市 - -
352152 山口県 周南市 - -
352161 山口県 山陽小野田 - - 山陽小野田市国際交流協会
353051 山口県 周防大島町 - -
353213 山口県 和木町 - -
353418 山口県 上関町 - -
353434 山口県 田布施町 - -
353442 山口県 平生町 - -
355020 山口県 阿武町 - -

多文化共生プラン策定のための現状把握・課題分析資料の有無と内容
関係する公益団体等組織 支援事業実施体制等

自治体
コード

都道府県 自治体
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（４）多文化共生施策・支援事業の内容

310000 鳥取県 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
312011 鳥取県 鳥取市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
312029 鳥取県 米子市 ○ ○ ○
312037 鳥取県 倉吉市 ○ ○
312045 鳥取県 境港市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
313025 鳥取県 岩美町 ○
313254 鳥取県 若桜町
313289 鳥取県 智頭町
313297 鳥取県 八頭町
313645 鳥取県 三朝町 ○
313700 鳥取県 湯梨浜町 ○ ○ ○
313718 鳥取県 琴浦町
313726 鳥取県 北栄町
313840 鳥取県 日吉津村
313866 鳥取県 大山町 ○ ○
313891 鳥取県 南部町
313904 鳥取県 伯耆町
314013 鳥取県 日南町
314021 鳥取県 日野町
314030 鳥取県 江府町 ○
320005 島根県 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
322016 島根県 松江市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
322024 島根県 浜田市 ○
322032 島根県 出雲市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
322041 島根県 益田市 ○
322059 島根県 大田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
322067 島根県 安来市 ○ ○ ○ ○
322075 島根県 江津市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
322091 島根県 雲南市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
323438 島根県 奥出雲町
323861 島根県 飯南町 ○
324418 島根県 川本町 ○
324485 島根県 美郷町
324493 島根県 邑南町 ○
325015 島根県 津和野町 ○ ○ ○
325058 島根県 吉賀町 ○ ○ ○ ○
325252 島根県 海士町
325261 島根県 西ノ島町
325279 島根県 知夫村
325287 島根県 隠岐の島町
330001 岡山県 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
331007 岡山県 岡山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
332020 岡山県 倉敷市 ○ ○ ○ ○ ○
332038 岡山県 津山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
332046 岡山県 玉野市 ○ ○
332054 岡山県 笠岡市 ○ ○ ○ ○ ○
332071 岡山県 井原市 ○ ○ ○ ○
332089 岡山県 総社市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
332097 岡山県 高梁市 ○ ○ ○
332101 岡山県 新見市 ○
332119 岡山県 備前市 ○
332127 岡山県 瀬戸内市 ○ ○
332135 岡山県 赤磐市 ○
332143 岡山県 真庭市
332151 岡山県 美作市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
332160 岡山県 浅口市 ○ ○
333468 岡山県 和気町 ○ ○ ○
334235 岡山県 早島町 ○
334456 岡山県 里庄町 ○
334618 岡山県 矢掛町 ○
335860 岡山県 新庄村
336068 岡山県 鏡野町
336220 岡山県 勝央町
336238 岡山県 奈義町
336432 岡山県 西粟倉村
336637 岡山県 久米南町
336661 岡山県 美咲町
336815 岡山県 吉備中央町
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340006 広島県 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
341002 広島県 広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
342025 広島県 呉市 ○ ○
342033 広島県 竹原市
342041 広島県 三原市 ○
342050 広島県 尾道市 ○
342076 広島県 福山市 ○ ○ ○
342084 広島県 府中市 ○
342092 広島県 三次市 ○ ○ ○ ○
342106 広島県 庄原市
342114 広島県 大竹市 ○ ○
342122 広島県 東広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
342131 広島県 廿日市市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
342149 広島県 安芸高田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
342157 広島県 江田島市 ○ ○
343021 広島県 府中町 ○ ○ ○ ○
343048 広島県 海田町 ○ ○ ○
343072 広島県 熊野町 ○
343099 広島県 坂町 ○ ○
343684 広島県 安芸太田町 ○
343692 広島県 北広島町 ○ ○
344311 広島県 大崎上島町
344621 広島県 世羅町
345458 広島県 神石高原町 ○ ○
350001 山口県 山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
352012 山口県 下関市 ○ ○ ○ ○ ○
352021 山口県 宇部市 ○ ○
352039 山口県 山口市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
352047 山口県 萩市 ○
352063 山口県 防府市 ○
352071 山口県 下松市 ○ ○
352080 山口県 岩国市 ○ ○ ○
352101 山口県 光市 ○ ○ ○
352110 山口県 長門市 ○ ○ ○ ○
352128 山口県 柳井市
352136 山口県 美祢市 ○
352152 山口県 周南市 ○ ○ ○
352161 山口県 山陽小野田 ○ ○
353051 山口県 周防大島町
353213 山口県 和木町
353418 山口県 上関町
353434 山口県 田布施町
353442 山口県 平生町
355020 山口県 阿武町

地
方
公
共
団
体
の
体
制
整

備

地
域
に
お
け
る
各
主
体
と

の
連
携
･
協
働

住
宅
確
保
の
た
め
の
支
援

感
染
症
流
行
時
に
お
け
る

対
応

多
⽂
化
共
生
の
意
識
啓

発
・
醸
成

外
国
人
住
民
の
社
会
参
画

支
援

外
国
人
住
民
と
の
連
携
･
協
働

に
よ
る
地
域
活
性
化
の
推
進
・

グ
ロ
ー

バ
ル
化
へ
の
対
応

留
学
生
の
地
域
に
お
け
る

就
職
促
進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

自治体
コード

都道府県 自治体

行
政
・
生
活
情
報
の
多
言

語
化

、
相
談
体
制
の
整
備

日
本
語
教
育
の
推
進

 
子
ど
も
・
子
育
て
及
び

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

コミュニケーション
支援

生活支援
意識啓発と
社会参画支

援

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

生
活
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ

ン
の
実
施

教
育
機
会
の
確
保

適
正
な
労
働
環
境
の
確
保

災
害
時
の
支
援
体
制
の
整

備

医
療
・
保
健
サ
ー

ビ
ス
の

提
供
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注１） 注２） 注３）

（５）施策・支援事業の具体的内容と関連する交付金等助成事業との関係 出入国在留管理庁 文化庁 文化庁 文化庁 自治体国際化協会 自治総合センター

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○
日本語教育の推進 ○ ○ ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○ ○ ○
生活オリエンテーションの実施 ○ ○
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握 ○
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定 ○
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進 ○
不就学の子供への対応 ○
進路指導・キャリア教育 ○
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進 ○
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取扱い ○
幼児教育制度の周知・多文化対応 ○
学齢を経過した外国人への配慮 ○
就業支援 ○
就業環境の整備促進 ○
起業支援 ○
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握 ○
自主防災組織等への外国人住民の参画促進 ○
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策 ○
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化 ○
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応 ○
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施 ○
自治会・町内会等を中心とする取組の推進 ○
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置 ○
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○ ○
（多文化共生講義） ○ ○
（やさしい日本語講義） ○ ○
不当な差別的言動の解消 ○ ○
多文化共生の場づくり ○ ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○ ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援 ○ ○
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入 ○ ○
外国人住民の地域社会への参画促進 ○ ○
地域社会に貢献する外国人住民の表彰 ○ ○
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集 ○
地域活性化の推進 ○
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○ ○ ○
市区町村（都道府県）の役割（注４）
各主体の連携・協働 ○ ○

注１）令和３年７月５日時点
注２）助成対象事業は、次に 掲げるものが挙げられている。(1) 医療・保健・福祉支援事業 (2) 防災支援事業 (3) 教育支援事業 (4) 労働環境整備事業 (5) 居住・生活支援事業 (6) 外国人住民の自立と社会参画支援事業 
(7) 前各号の事業実施にあたり必要となる情報の多言語化や日本語学習支援事業
注３）助成事業は、多文化共生、国際理解推進など地域レベルでの国際化の推進に資する先導的かつ他の団体の模範となるソフト事業
注４）「多文化共生推進に関する指針・計画を策定し、取り組みの知見やノウハウの活用を図っている」自治体。具体的には、プラン策定先で明確なビジョンを掲げている自治体。
ならびに市町村への支援を行う県および周辺市町村を取りまとめて施策・事業を実施している自治体を挙げている。

コミュニティ助成
事業（地域国際
化推進助成事

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

医療・保健サービスの提供

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

コミュニケー
ション支援

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域活
性化の推進・グローバル化への対応

多文化共生の
まちづくり促進

事業

留学生の地域における就職促進

地域における各主体との連携･協働

外国人受入環
境整備交付金

地域日本語教
育実践プログラ

ム

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域日本語教育
スタートアッププ

ログラム

地域日本語教育
の総合的な体制
づくり推進事業
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（６）施策・支援事業の具体的内容
鳥取県 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○ ○
就業環境の整備促進 ○ ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化 ○
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○ ○ ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○ ○ ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○ ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○ ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○
留学生に対する生活支援等 ○ ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他 海外技術研修員等の受入れ　環日本海諸国との交流 ○

専門人員の配置

代表的な事業

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

医療・保健サービスの提供

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

地域における各主体との連携･協働

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

鳥取県多文化共生サポーター
とっとり国際協力大使

○外国人材から選ばれる「鳥取県」環境整備事業
様々な外国人材の活躍に向け、企業向け研修、マッチング機会の提供、相談体制の整備、日本語学習の環境整
備等、企業及び就労者への支援
○鳥取県多文化共生サポーター制度
外国人住民の抱える問題を早期に発見し迅速かつ的確に対応することを目的として、外国人住民と行政等との間
に立って地域の橋渡し役を務める制度
○世界とっとりファンクラブ＆とっとりふるさと大使
鳥取県に滞在したことがある外国人の中で”とっとり大好き”になった方を対象とした「世界とっとりファンクラブ」入
会制度と、県外で活躍している鳥取県にゆかりのある方で、鳥取県政の推進に貢献していただける方を「とっとり
ふるさと大使」として委嘱する制度

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員・外国語指導助手の配置
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施策・支援事業の具体的内容
鳥取市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○ ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○ ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○ ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○ ○ ○
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他
姉妹都市である韓国清州市やドイツハーナウ市、交流都市である中国・
延辺朝鮮族自治州、市に縁のあるブラジル鳥取県人会などとの国際交
流

○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

ドイツ担当と韓国担当、中国担当の3人の国際交流員を配置

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティア

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
米子市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他 環日本海拠点都市会議　青少年海外派遣研修事業 ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

○よなご国際交流フェスティバル
多様な文化をもついろいろな国の人々が、お互いに尊重し合いながら生活していくために、世界各国の料理や文
化などを通して、地域のみなさんが交流する国際交流イベント
（イベント内容）
ステージパーフォーマンス：国際色のあるダンスなどの披露
ワールドレストラン：世界各国の料理の販売
活動紹介・パネル展示：国際交流に関する活動の紹介
体験コーナー・その他：各国の文化体験など

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

国際交流員コーディネーター（非常勤）

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員　　おでかけ交流員出張サービス

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
倉吉市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○ ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 韓国「羅州市」との国際交流

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員の配置

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
境港市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○ ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 国際交流員の招致

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティアを募集

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
岩美町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
若桜町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他
韓国平昌郡との交流
国際交流事業支援助成金
外国人就労者等日本語習得支援助成金

○ ○ ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
智頭町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 韓国江原道楊口郡との交流 ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
八頭町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他
韓国横城郡との友好交流
中国（河北省石家荘市芸術学校・吉林省大安市）との友好交流

○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
三朝町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他
ラマルー・レ・バン町（フランス）との交流
台湾（台中市・石岡郷）との交流

○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

フランス人国際交流員をＪＥＴプログラムにより招き、町民の国際理解・交流を推進

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
湯梨浜町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○ ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○ ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 アメリカ・ハワイ郡、韓国・明倫初等学校との交流 ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

グラウンド・ゴルフ国際交流大会Yurihama
湯梨浜町在住外国人等高齢者福祉給付金

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員の配置

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
琴浦町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 在住外国人交流のつどい ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
北栄町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
日吉津村 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
大山町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○ ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 友好・姉妹都市である米国テメキュラ市、韓国襄陽郡との交流 ○

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
南部町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 南部町国際交流協会支援補助金交付 ○ ○

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
伯耆町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
日南町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他 児童生徒海外派遣助成 ○ ○

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
日野町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
江府町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
島根県 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○
日本語教育の推進 ○ ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○ ○
生活オリエンテーションの実施 ○
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○
就業環境の整備促進 ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○
サービス提供時の多言語による支援 ○
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○
留学生に対する生活支援等 ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

小規模事業者外国人材受入支援補助金
コミュニティ通訳（様々な場面に通訳を派遣。医療、行政手続き等）
（企業／地域）訪問型日本語教室、日本語研修
ワンストップセンターにより生活に関する全ての業務に対して多言語化

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

外国人地域サポーター、外国人児童向け子供サポーター

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

多文化共生推進スタッフ、外国人材雇用情報提供専門員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
松江市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○ ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
浜田市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

外国人地域サポーター、国際交流員の派遣

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
出雲市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○ ○ ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応 ○
学齢を経過した外国人への配慮 ○
就業支援 ○ ○
就業環境の整備促進
起業支援 ○ ○ ○
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○
サービス提供時の多言語による支援 ○
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

○出雲市農業やりたい外国人支援事業補助
農業分野における多文化共生に資するため、市内に居住する外国人が将来的な就農を目指し家庭菜園や農業
体験ができるように外国人向けモデル農園を設置及び管理運営する団体に対し補助金を交付。
○自転車運転講習

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
益田市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
大田市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○ ○
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施 ○
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進 ○
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応 ○
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進 ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進 ○
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化 ○
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○ ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消 ○
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援 ○ ○
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他 外国人市内消費拡大支援事業 ○ ○ ○

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員（ブラジル人）

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
安来市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進 ○
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消 ○
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
江津市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進 ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進 ○
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○ ○
（多文化共生講義） ○ ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消 ○
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
雲南市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○ ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○ ○
（多文化共生講義） ○ ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○ ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○ ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援 ○
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
奥出雲町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
飯南町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

62



施策・支援事業の具体的内容
川本町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進 ○
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
美郷町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
邑南町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
津和野町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○ ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員の派遣

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
吉賀町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進 ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
海士町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

68



施策・支援事業の具体的内容
西ノ島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

69



施策・支援事業の具体的内容
知夫村 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

70



施策・支援事業の具体的内容
隠岐の島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

71



施策・支援事業の具体的内容
岡山県 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進 ○ ○ ○
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○ ○
留学生に対する生活支援等 ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

・多文化共生マップづくり
・子ども日本語学習サポーター派遣事業
・外国人児童生徒日本語学習支援ガイドブック作成事業
（※いずれも岡山県国際交流協会を通じての事業）

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティア

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
岡山市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応 ○
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

岡山市国際交流協議会ボランティア登録制度

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
倉敷市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

○倉敷国際ふれあい広場の開催（毎年10月開催のイベント）
○倉敷・高梁川流域外国人相談窓口の設置
新見市、高梁市、総社市、倉敷市、早島町、矢掛町、井原市、浅口市、里庄町、笠岡市の７つの市と３つの町で、
共通の相談窓口を倉敷市役所へ設置

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

倉敷市日本語ボランティア団体

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
津山市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○ ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応 ○
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティア（津山にほんごの会）

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
玉野市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

76



施策・支援事業の具体的内容
笠岡市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
井原市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

78



施策・支援事業の具体的内容
総社市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握 ○
自主防災組織等への外国人住民の参画促進 ○
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化 ○
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

○外国人相談事業
外国人の増加に伴い、平成２１年１０月から，外国人の相談窓口を人権・まちづくり課に設置し、多文化共生推進
員を配置。ポルトガル語・スペイン語・英語・中国語・ベトナム語に対応。
○外国人防災リーダー
令和２年４月１日現在、１９名（ブラジル８名・フィリピン４名・中国２名・アメリカ２名・ペルー２名・ベトナム１名）の外
国人防災リーダーが活動。

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

日本語ボランティア（日本語学習サポーター育成研修）

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

多文化共生推進員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
高梁市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティア

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

80



施策・支援事業の具体的内容
新見市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

81



施策・支援事業の具体的内容
備前市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

82



施策・支援事業の具体的内容
瀬戸内市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

国際交流員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

83



施策・支援事業の具体的内容
赤磐市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

84



施策・支援事業の具体的内容
真庭市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

85



施策・支援事業の具体的内容
美作市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集 ○
地域活性化の推進
グローバル化への対応 ○
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

【ベトナムとの交流】
市内在住のベトナム人割合が高く、ベトナムとの交流に力を入れている。
・平成27年4月、ベトナム国立ダナン大学と「相互の協力に関する協定」を締結。
・平成27年8月、みまさか商工会とベトナムの技能実習生送り出し機関と外国人技能実習事業に関する事業協定
を締結。
・ダナン大学との交流の一環として、ダナン大学卒業生を美作市の嘱託職員として採用。
・市内及び県内の技能実習生を対象とした市内バスツアーを開催。

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

86



施策・支援事業の具体的内容
浅口市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

87



施策・支援事業の具体的内容
和気町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

日本語ボランティア（和気町国際交流協会）

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

88



施策・支援事業の具体的内容
早島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

89



施策・支援事業の具体的内容
里庄町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

90



施策・支援事業の具体的内容
矢掛町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

91



施策・支援事業の具体的内容
新庄村 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

92



施策・支援事業の具体的内容
鏡野町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
勝央町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
奈義町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

95



施策・支援事業の具体的内容
西粟倉村 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
久米南町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
美咲町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
吉備中央町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
広島県 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進 ○
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育 ○
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進 ○
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施 ○
自治会・町内会等を中心とする取組の推進 ○
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進 ○
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○ ○
留学生に対する生活支援等 ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

地域における各主体との連携･協働

ひろしま外国人多言語総合相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

(公財)ひろしま国際センターに専任職員

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供
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施策・支援事業の具体的内容
広島市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給 ○
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等 ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働 ○

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

国際交流ラウンジ
外国人市民のための相談窓口
多言語通訳サービス

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

通訳ボランティア
広島出入国在留管理局職員による出張相談

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

(公財)広島平和文化センターに専任職員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
呉市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

呉市国際交流センターに専任職員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
竹原市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
三原市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

多言語対応アプリ「カタログポケット」の導入

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
尾道市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

英語・日本語併記の情報紙「ONOMICHI INFORMATION」発行事業
外国人相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
福山市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人休日（行政書士）相談
外国人相談窓口
福山多文化共生大学

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

在住外国人生活相談員、行政書士による休日相談

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
府中市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
三次市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

在住外国人のための生活相談

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

(一財)三次国際交流協会に専任職員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
庄原市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
大竹市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
東広島市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施 ○ ○
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内 ○
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応 ○
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○ ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応 ○
サービスの利用促進 ○
サービス提供時の多言語による支援 ○
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応 ○
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等 ○ ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人の生活相談窓口
日本語学習支援
外国人による日本語スピーチコンテスト

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

(公財)東広島市教育文化振興事業団に専任職員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
廿日市市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

在住外国人のための生活相談
ニッポン生活・市民相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

日本語ボランティア　（市民グループええじゃん）

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

多文化共生推進員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
安芸高田市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育 ○
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進 ○
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○ ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進 ○ ○
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり ○
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進 ○
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○ ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

119番通報における多言語対応サービス
安芸高田市多文化共生センターきらり事業（外国人技能実習生・特定技能資格者等の住居として運営）
安芸高田市多文化共生推進事業補助金

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

NPO法人安芸高田市国際交流協会に専任職員

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
江田島市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
府中町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握 ○
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
海田町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
熊野町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
坂町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
安芸太田町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人相談窓口

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
北広島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備 ○
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

地域日本語教室　「なないろ」

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
大崎上島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
世羅町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
神石高原町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○ ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○ ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
山口県 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組 ○
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○ ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援 ○
地域ぐるみの取組の促進 ○
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援 ○
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進 ○
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用 ○
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応 ○
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進 ○ ○
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備 ○
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

やまぐち外国人総合相談センターの運営
外国人材企業受入支援事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

国際課に国際交流員(ＣＩＲ)、県立高校に外国語指導助手(ＡＬＴ)

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

外国人材コーディネータ、外国人材雇用アドバイザーの配置

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
下関市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応 ○
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義） ○
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

外国人漁業研修生受入事業……水産振興課

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
宇部市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○ ○ ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等 ○ ○

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

留学生地域活動支援事業
外国人のための日本語講座開催事業

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
山口市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置 ○
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○ ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 ○
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
萩市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

128



施策・支援事業の具体的内容
防府市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
下松市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備 ○
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
岩国市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

〇英語交流のまちＩｗａｋｕｎｉ推進事業（地方創生推進）
基地とともに歩んできたまちとしての特性を活かしながら、英語の学び・学び直しや国際交流を図ることを目的とし
た「英語交流のまち」を実現するため、英語交流のまちＩｗａｋｕｎｉ創生プロジェクトを推進します。
〇（仮称）英語交流のまち推進センター整備事業
　英語の学び・学び直しを推進するほか、外国人とのコミュニケーション能力の充実を図る国際交流拠点の整備を
行います。
〇小中学校日本語指導支援員配置事業
市内小中学校の転入生で日本語を話せない外国人の児童生徒に対して、日本語指導を推進するため、外国語の
堪能な支援員を配置します。

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
光市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
長門市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供 ○
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備 ○
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供 ○
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割 ○
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

地域おこし協力隊（フィリチャギナ　リｰリヤ）

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
柳井市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
美祢市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
周南市 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供 ○
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 ○
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
山陽小野田市自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進 ○
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発 ○
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義） ○
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

137



施策・支援事業の具体的内容
周防大島町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
和木町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

139



施策・支援事業の具体的内容
上関町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働

140



施策・支援事業の具体的内容
田布施町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
平生町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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施策・支援事業の具体的内容
阿武町 自治体一覧に戻る

多言語・やさしい日本語、多様なメディアによる行政・生活情報の提供
外国人住民の生活相談のための窓口の設置
ＮＰＯ等との連携による多言語情報の提供
地域の外国人住民を相談員等とする取組
日本語教育の推進
日本語教育の推進に係る体制の整備
生活オリエンテーションの実施
日本社会に関する情報の提供
就学状況の把握
就学に関する多言語による情報提供・就学案内
就学校・受入れ学年等の決定
日本語の学習支援
地域ぐるみの取組の促進
不就学の子供への対応
進路指導・キャリア教育
全ての児童生徒を対象とした多文化共生の考え方に基づく教育の推進
外国人学校を各種学校等として設置認可する際の要件審査の弾力的取
幼児教育制度の周知・多文化対応
学齢を経過した外国人への配慮
就業支援
就業環境の整備促進
起業支援
外国人に関する防災対策の推進
多言語支援のための応援体制の整備
外国人住民の所在把握
自主防災組織等への外国人住民の参画促進
外国人被災者への多様な情報伝達手段の活用
外国人被災者への効果的な情報伝達体制の整備
避難所における外国人被災者の感染症対策
医療機関における多言語対応
医療機関における文書等の多言語化
外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供
健康診断や健康相談における対応
サービスの利用促進
サービス提供時の多言語による支援
外国人住民に対する公営住宅の供給
外国人住民に対する居住支援の推進
住宅入居後のオリエンテーションの実施
自治会・町内会等を中心とする取組の推進
外国人住民が集住する団地等における相談窓口の設置
感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応
感染症対策における外国人の人権への配慮
地域住民等に対する多文化共生の意識啓発
（多文化共生講義）
（やさしい日本語講義）
不当な差別的言動の解消
多文化共生の場づくり
多文化共生をテーマにした交流イベントの開催
キーパーソン・ネットワーク・自助組織等の支援
外国人住民の意見を地域の施策に反映させる仕組みの導入
外国人住民の地域社会への参画促進
地域社会に貢献する外国人住民の表彰
優れた取組を行う事例や外国人住民の人材の発掘・情報収集
地域活性化の推進
グローバル化への対応
留学生の地域における就職促進
留学生に対する生活支援等

地方公共団体の体制整備 地方公共団体の体制整備
市区町村（都道府県）の役割
各主体の連携・協働

その他

専門人員の配置

代表的な事業

地域活性化
の推進やグ
ローバル化
への対応

外国人住民との連携･協働による地域
活性化の推進・グローバル化への対応

留学生の地域における就職促進

多⽂化共生
施策の推進
体制の整備

コミュニ
ケーション

支援

行政・生活情報の多言語化、相談体制
の整備

日本語教育の推進

生活オリエンテーションの実施

意識啓発と
社会参画支

援

多⽂化共生の意識啓発・醸成

外国人住民の社会参画支援

生活支援

教育機会の確保

適正な労働環境の確保

災害時の支援体制の整備

 子ども・子育て及び福祉サービスの提
供

住宅確保のための支援

感染症流行時における対応

事業者向
け施策・支
援事業あ

NGO等向
け施策・支
援事業あ

自治体の
助成金あ

り

医療・保健サービスの提供

地域における各主体との連携･協働
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